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第１章 案件概要 
 

１－１ 案件背景 

ウランバートル市（以下、「UB市」と記す）の総人口は急速に拡大しており、2007年4月の公式

発表で100万人を突破し、さらに未登録流入者は2万人に上ると見られ、人口増加に伴う大気汚染

問題が顕在化している。特に冬期は、約13万5,000世帯のゲル地区居住、3カ所の石炭火力発電所、

約180カ所の小型ボイラ施設（Heat Only Boiler：HOB）における生石炭燃焼により、浮遊粒子状物

質（PM10、PM2.5）による大気汚染が著しく、市民の健康に深刻な影響を与えている。他方、モ

ンゴルは石炭資源に非常に恵まれた国であるため、燃料エネルギー確保の点で石炭への依存度が

非常に大きく、脱却を図るためには長期的な取り組みをしなければならない。また、車両の急速

な普及も大気汚染に影響を与えている。現在、市内を走る車両は8万台を超えるが、鉛入りガソリ

ンも依然として売られ、その排気ガスによって心肺系疾患等の健康障害が危惧されている。 

上記の状況を受け、モンゴルでは近年大気汚染対策は政府においても市民レベルでも、解決す

べき主要課題となっており、世界銀行はゲル地区のストーブ・燃料改善等への協力に向け、大気

質シミュレーションや健康被害調査を実施したが、発電所、HOB等の大中規模汚染源の排出量算

定に関しては、いまだ不確実性が大きく、排出削減対策は十分に実施されていない現状にある。

UB市は大気にかかわるモニタリング、啓発、立法、政策立案等を目的とした環境保護局大気質課

を創設し、2009年2月には独立した大気質庁に格上げしたが、同庁にはいまだ知見・経験が不足し

ている。一方、大気汚染のモニタリングや汚染源への規制等の業務の所管は国家大気質庁や国家

監査庁等の機関に分散しており、効果的な環境行政の枠組みが十分整備されていない。 

JICAは、2007年にモンゴルより本技術協力プロジェクトの実施の日本政府への要請を受け、2008

年4月のプロジェクト形成調査にて要請（詳細は付属資料1. モンゴル国案件形成要請書参照）の背

景、内容やモンゴル側の組織体制及び他ドナー援助動向を確認した。2008年12月の第1次詳細計画

策定調査では、排出削減に関する市及び関係機関の能力強化を行うという協力の大枠を合意し、

2009年3～5月の第2次調査では、汚染源インベントリ予備調査を実施した。そこでは、発電所、HOB

等の実測に基づく排出係数及び排出源別の汚染物質発生量を概算し、これら大中規模汚染源が市

内の大気汚染に影響を与え、排出規制遵守が大気質改善への効果をもつことが明らかになった。 

上記の調査の結果を受け、かつ、わが国の技術的及び行政的な比較優位性をかんがみ、本プロ

ジェクトではUB市における発生源対策に力点を置き、優先的な対象を大・中規模の汚染源である

火力発電所、及びHOBとし実施することになった。世銀をはじめとするドナーはゲル地区ストー

ブをUB市における最大の汚染源と考えて継続的な対策を行ってきている。こうしたドナーとのデ

マケを考慮し、本プロジェクトではゲル地区ストーブに関しては、排ガス測定法の検討等、限定

的な活動を想定している。 

 

１－２ 案件概要 

2008年12月に実施された第1次詳細計画策定調査から2009年の第3次詳細計画調査まで、技術協

力プロジェクトの協力の枠組みに関しモンゴルの関連機関と協議を行い、以下のとおり基本的な

合意を得ている。 
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【案件名】 

モンゴル国ウランバートル市大気汚染管理能力強化プロジェクト 

 

【上位目標】 

UB市において大気汚染物質の排出削減のための施策が強化される。 

 

【プロジェクト目標】 

UB市と他の関係機関の人材育成を重視しつつ、UB市の大気汚染対策能力が強化される。 

 

【プロジェクト成果】 

上のプロジェクト目標達成のためには、次の成果をあげることが必要である。 

 

成果1：UB市大気質庁の大気汚染発生源解析と大気環境評価能力が構築される。 

‐AQDCC及び関係者の発生源特定・評価能力が強化され、各汚染源の評価、及び汚染源対

策のプライオリティの検討が実施可能となる状態をめざす。 

 

成果2：UB市において排ガス測定が継続的に実施される。 

‐信頼性のある排出基準に基づいた排出規制が定着し、将来的に技術的な信頼性の高い検

査が可能となることをめざす。 

 

成果3：大気質庁が関連機関と協力しつつ、モンゴル側の排出規制能力が強化される。 

‐大気質庁など行政側がすべてのボイラの実態を把握し、事業者への運転許可制度確認と

その運用ができる状態をめざす。 

 

成果4：大気質庁によって、主要な大気汚染物質発生源に対する対策が喚起される。 

‐事業者が行政側の働きかけによって、何らかの改善努力を行う状態をめざす。 

 

成果5：大気質庁及び関係機関が成果1～4を取りまとめ、大気汚染管理に反映し、情報を一般に普

及することができる。 

‐上記4つの成果にかかる情報や知見が行政判断に利用され、その情報を上位機関である

NCCを通じ市民へ情報発信する。 

 

（1）成果1：UB市大気質庁の大気汚染発生源解析と大気環境評価能力が構築される。 

成果1を達成するための活動は、発生源インベントリの作成・更新、基準年・目標年及び各

対策ケースの大気質予測シミュレーションの実施、発生源インベントリ・データベースの構

築といったものである。発生源インベントリは固定発生源、移動発生源やその他のあらゆる

発生源について可能な限り取り入れることを考えており、かつ、データ収集から大気汚染物

質排出量算定手法、そして大気質予測シミュレーションに必要な情報の整備までを含んだ発

生源インベントリ・システムを確立することをめざしている。毎年のデータを入力すること

によって発生源インベントリを更新していく。 
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まず、基準年についてシミュレーションを行い、その計算値を大気汚染物質濃度の測定値

と比較・検証することによって、発生源インベントリを改善し、かつ、UB市に適したシミュ

レーションモデルを確立する。そのシミュレーションモデルと目標年や各対策ケースの発生

源インベントリを用いて、大気環境を評価する。このシミュレーションモデルについても、

カウンターパート（C/P）及びカウンターパート・ワーキンググループ（C/P-WG）が継続的

に活用していけるような手法を取ることとする。 

 

（2）成果2：UB市において排ガス測定が継続的に実施される。 

成果2のための活動は、大規模、中小規模のボイラやゲルストーブの排ガス測定である。い

くつかある排ガス測定の項目の中でも、特にダストの排ガス測定技術の移転が重要となる。

現状では、UB市において、正確な排ガス中ダストの測定は行われていないのが実状であるが、

環境影響の観点からもっとも重要な大気汚染物質はダストである。したがって、ダストの正

確な測定技術を移転することは重要な課題である。 

既にモンゴルにはボイラからの排ガスの排出基準がMNS（Mongolian National Standard）で

定められているが、その基準値を確認するための測定方法については、ロシアや中国の規格

が参照されているだけである。しかしながら、特に石炭燃焼の中小ボイラやゲルストーブな

どについては、燃焼状態の変化が非常に大きく、正確に排ガス状況を把握するためには、よ

り詳細な排ガス測定手順を規定する必要がある。また、排ガス測定の実施には多くのマンパ

ワーが必要であることから、簡易法を開発して、排出基準を超えている可能性の高いボイラ

について優先的に詳細な測定を実施するなどの工夫も必要となる。MNSで定められた基準値

の見直しを含めて、MNSの改善案の提案を想定している。 

また、UB市の中小ボイラは主に冬期の暖房のために使用されることから、排ガス測定も冬

期に実施することが望ましいが、零下30度とも40度ともいわれる気象条件の下で、実際に排

ガス測定が行えるかどうかの技術的検討も重要な課題の1つである。 

ここで、測定されるデータに基づいてボイラの排出係数を作成し、その排出係数を用いる

ことによって、成果1で作成する発生源インベントリがより正確になることが期待される。後

述する成果3ではボイラ登録システムを構築するが、その登録システムによって、排ガス測定

対象ボイラを整理することができるとともに、排ガス測定結果に基づいて、排出基準の遵守

状況を確認することができ、運転許可の発行や優良ボイラ認定の条件の一部が提供されるこ

とになる。 

 

（3）成果3：大気質庁が関連機関と協力しつつ、モンゴル側の排出規制能力が強化される。 

成果3のための活動はボイラ登録システムの構築と活用である。現在もボイラの運転許可は

出されているが、運転の維持管理状況や排出基準の遵守状況を正確に把握しているわけでは

なく、環境面での排ガス規制に有効に活用されていない。現時点では発電用ボイラの運転許

可は鉱物資源エネルギー省のエネルギー調整局が、発電用以外のボイラの許可はUB市General 

Manager（以下、GM）、エンジニアリング施設局、監査局の3名から成るエネルギー調整委員

会が出しているが、その運転許可システムの改善や大気質庁の積極的な関与の可能性につい

て検討を行う。具体的には、可能であれば大気質庁が運転許可の発行に関与することで、少

なくとも規制実施の一助とする。少なくとも優良ボイラの認定を行うことを想定している。 
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また、このボイラ登録システムは成果1で予定している発生源インベントリ・システムに基

礎情報を与え、また、成果2の排ガス測定の対象ボイラの情報を与えるとともに、その測定結

果はシステムに登録され、運転許可や優良ボイラ認定の要件の1つとなる。 

 

（4）成果4：大気質庁によって、主要な大気汚染物質発生源に対する対策が喚起される。 

成果4のための活動は一般的な大気汚染防止対策、MNS（排出基準）やボイラ登録制度に関

するセミナーと、実際のボイラの診断・対策案の提示とグッド・プラクティス、バッド・プ

ラクティスの視察といったものである。現状ではボイラ事業者側はボイラ登録制度やMNSの

存在を広く認知しているわけではなく、また、大気汚染防止対策に関する関心も薄い。その

ような状況を改善することがこの活動の目的の1つである。 

また、発生源対策と省エネルギーの日本人専門家が協力して、実際にボイラを診断して大

気汚染対策や省エネルギー対策の改善案を提示する。その活動の中で、グッド・プラクティ

スとバッド・プラクティスを抽出して、事業者等を対象者として視察を行い、知識・技術・

経験の共有を図る。 

さらに、大気質庁はここで示される技術的改善案を事業者が実施に移すことができる環境

を提供するために、制度面での提案を行うことを期待されている。 

ここで実施されるセミナー、視察等に事業者が参加して知識等を習得することも、成果3に

おける許可や認定を取得する際の要件とすることを想定している。 

 

（5）成果5：大気質庁及び関係機関が成果1～4を取りまとめ、大気汚染管理に反映し、情報を一

般に普及することができる。 

成果5のための活動は、成果1から成果4の活動がかなり個別の技術的分野に限定されている

ことから、それらを取りまとめて、情報が発信され、NCCなどにより活用されることにより

大気汚染対策施策につなげることを目的としている。 

C/P-WGのメンバーは日本人専門家だけでなく、モンゴル側関係機関、ドナー・コミュニテ

ィとも定期的に協議を行い、プロジェクトの成果を発信することを期待されている。プロジ

ェクトの後半ではC/P-WGが主体となって、市民への大気汚染対策推進の啓発セミナーを開催

する。 

 

１－３ プロジェクト活動期間及び投入 

本格プロジェクトでの想定される活動期間、及び日本側/モンゴル側の投入は以下を想定してい

る。 

 

【投入】 

＜日本側投入＞ 

・短期専門家8分野：総括/大気汚染対策、固定発生源インベントリ、移動発生源インベントリ、

シミュレーションモデル、データベース、排ガス測定（1、2、3、4）、ボイラ技術/制御対策（1、

2）、業務調整、他 

・研修員受け入れ 

・供与機材：インベントリ及びボイラデータベース用ハードウェア、同ソフトウェア、排ガス
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測定装置、ボイラ用エネルギー計測機器、他 

・プロジェクト運営経費 等 

 

＜モンゴル側投入＞ 

・C/P及びC/P-WGの配置 

・専門家執務室と電話、机、書籍棚等の備品、ユーティリティ 

・屋外測定時の機器搬送車両 等 

 

【プロジェクト期間】 

2010年1月～2012年12月（36カ月間） 
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第２章 調査概要 
 

２－１ 協議経過 

調査第1週目（8月24日～8月29日）は、①主要関係機関とのミーティング、②ワークショップ

（C/P-WG候補機関とのWS）、③M/M及び添付資料として、Draft R/D、PDM、POへのサイン、④

その他モンゴル側関係機関及びドナーとの個別インタビューを行った。モンゴル側と合意した事

項はM/Mとしてまとめ、8月29日にM/Mの署名を行った。その後、調査の結果について在モンゴル

日本大使館、JICAモンゴル事務所へ報告を行った。調査第2週目（8月31日～9月4日）はコンサル

タント団員による情報収集、現場踏査による補足調査を実施した。 

 

２－２ 調査団員 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 山田 泰造 JICA国際協力専門員（環境管理） 

調整企画 佐上 裕俊 JICA地球環境部環境管理第1課 

大気汚染対策 深山 暁生 株式会社数理計画 

火力発電所及びボイラ技術 中嶋 靖史 株式会社ニュージェック 

評価分析 荒金 煉 株式会社グローバル企画 

 

２－３ 調査行程 

調査期間： 

官団員 ：2009年8月24日（月）～8月29日（土） 

役務コンサルタント ：2009年8月24日（月）～9月5日（土） 

詳細については「付属資料2.調査行程表」を参照。 

 

 

２－４ 主要面談者 

主要面談者については「付属資料3.主要面談者リスト」を参照。 
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第３章 調査結果 
 

３－１ M/M及びR/Dにかかる協議確認事項 

本調査期間中にモンゴル側関係機関と本格調査の実施にかかる協議を実施し、合意した事項は

以下のとおりである。 

 

（1）M/M署名について 

M/MについてはUB市副市長をサイナー、大蔵省開発金融協力局長及びUB市大気質庁長官を

Witnessとして2009年8月28日にM/Mの署名・交換を行った。内容の詳細については付属資料の

M/Mを参照。 

 

（2）R/D署名について 

Draft R/Dについては、上記（1）のM/Mの添付書類として先方に説明を行い、内容について

は了承を得た。また、R/D署名については、UB市副市長及び大蔵省開発金融協力局長（MOF）

をサイナーとし、またWitnessとして鉱物資源エネルギー省（MMRE）及びUB市大気質庁長官

とすることで合意された。 

 

（3）ドラフトPDM及びPOについて 

ドラフトPDM及びPOについて、先方へ説明し協議を行い、C/P、C/P-WGや各活動の関連を

より明確にした形で修正を行い、合意した。詳細については付属資料5. 署名済みM/Mに添付

のPDM、POを参照。 

 

（4）カウンターパート・ワーキンググループ（C/P-WG）の設定 

調査団はUB市大気質庁とC/P-WGの設定について協議をし、各活動にかかる参加機関を検討

した。また8月27日に実施されたC/P-WGにかかるワークショップにおいて、各活動に対応す

る機関と、責任機関を明確にした。UB市大気質庁はプロジェクト開始までに、これらの機関

の参加者名簿をJICAモンゴル事務所に提出することで合意した。想定されているC/P-WGの機

関は以下のとおりとなる。また、これらの参加機関とプロジェクトとの各活動との対応関係

については、添付POを参照すること。 

1）UB市大気質庁（Air Quality Department of the Capital City） 

2）鉱物資源エネルギー省（Ministry of Mineral Resources and Energy） 

3）自然環境・観光省（Ministry of Nature, Environment and Tourism） 

4）国家監察庁（National Inspection Agency） 

5）UB市監察庁（Inspection Agency of Capital City） 

6）UB市都市開発政策局（Urban Development Policy Department of the Mayors office of Capital 

city） 

7）環境保護・廃棄物管理局（Environment Pollution and Waste Management Department） 

8）国家大気質局（National Air Quality Office） 

9）交通警察局（Traffic Police Department） 

10）UB市道路局（Road Department of the Capital City） 
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11）UB市公共交通局（Public Transportation Department of the Capital City） 

12）石油庁（Petroleum Authority of Mongolia） 

13）モンゴル国立大学（National University of Mongolia） 

14）環境・度量衡中央ラボラトリー（Central Laboratory of Environment and Metrology） 

15）エンジニアリング施設庁（Engineering Facilities Department of the Ulaanbaatar City） 

16）公共供熱公社（Heating Stoves Utilization Department） 

17）第2火力発電所（Power Plant No.2） 

18）第3火力発電所（Power Plant No.3） 

19）第4火力発電所（Power Plant No.4） 

 

（5）合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）の設定 

合同調整委員会の設置については、市長令No.353により選定されたメンバー以外の対象機

関については、ガンボルド副市長によるレターで招聘し、対象機関からの了承レターを、R/D

署名までに取り付けることで合意された。また英文表現が「調整機関」では弱いという先方

の意見を受け、協議の結果、大気質庁がモンゴル語に翻訳する際に、表現を調整することで

合意された。 

上記の合意を受け、2009年10月9日にプロジェクト合同調整委員会にかかる市長令が発行さ

れ（UB市長令No.540）、各機関から具体的な人員が選定された。詳細については下記のとおり。

また、当初予定されていたUB市のGMはJCC議長がUB市Vice Mayorということもあり、辞退す

る意向が伝えられた。GMからは本件においてJCCメンバーとはならないが、協力する意向が

示されている。 

 

（敬称略） 

議長： 

D. Ganbold〔UB市副市長（Vice Mayor of Ulaanbaatar City in charge of Industry and Ecology）〕 

メンバー： 

＜モンゴル側＞ 

D.Enkhbat〔自然環境・観光省（Ministry of Nature, Environment and Tourism）〕 

B.Tuguldur〔大蔵省（Ministry of Finance）〕 

S.Ochirbat〔交通省（Ministry of Road, Transportation, Construction and Urban Development〕 

N.Boldkhuu〔鉱物資源エネルギー省（Ministry of Mineral Resources and Energy）〕 

B.Saran〔国家監察庁（National Inspection Agency）〕 

Ts.Gankhuu〔UB市技師長（General Engineer of Ulaanbaatar City）〕 

B.Bayanjargal〔UB市都市開発政策局（Development Policy Department of the Mayor’s office of 

Capital city）〕 

D.Tseesodroltsoo〔国家大気質局（National Air Quality Office）〕 

B.Injinash〔UB市大気質庁（Air Quality Department of the Capital City）〕 

Ch.Batsaikhan〔UB市大気質庁（Air Quality Department of the Capital City）〕 
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＜日本側＞ 

JICAモンゴル事務所（JICA Mongolia Office） 

JICA専門家（JICA Experts of the Project） 

関係機関（Relevant Personnel appointed by JICA, if necessary） 

 

＜オブザーバー＞ 

在モンゴル日本大使館（Embassy of Japan in Mongolia） 

関係機関（Other personnel invited by the Chairperson） 

 

（6）排ガス測定の時期 

第3次詳細計画策調査にかかる対処方針会議の結果、HOB、火力発電所等への排ガス測定前

倒し実施への優先度を先方と確認する、という提案が出された。このため調査団は調査期間

中に、対処方針案として、C/P及び関係者と本件について協議を行った。協議の結果、人材育

成に重点を置くために、本プロジェクト開始後、第1年次は本邦研修等ボイラ技術者の研修及

び、測定の準備を行い、測定実施は第2年次以降から実施したい旨の意思が示され、調査団も

合意した。ただし、電気集塵機等の効率性を把握することを目的に、夏期における排ガス測

定実施を行う可能性がある。 

 

（7）自動車排ガス測定 

第2次詳細策定調査では、コンサルタント団員より自動車排ガス測定実施を提案していた。

しかし、国内での情報収収集の結果、自動車排ガス測定については、①モンゴルはいまだ有

鉛ガソリンを使用しており、鉛による被毒によって排ガス測定のセンサーが劣化すること、

②プロジェクト予算の制約等から、今回のPDM及びPOから削除した経緯を説明し、「本プロジ

ェクトでは実施しない」という整理で合意を得た。しかし、今後先方からの強い要望があれ

ば、プロジェクト実施の過程で実測方法の検討を行う予定である。 

 

（8）灰の放射能測定 

火力発電所、HOBからの石炭焼却灰について処理やリサイクルについて議論し、その放射

能汚染についての危惧がモンゴル側から示され、放射能測定機材の投入の要望がなされた。 

 

（9）モンゴル側からの便宜供与 

先方からの便宜供与について以下の項目の協議を行った。 

1）事務所スペースの提供 

調査団からは能力強化の観点から、専門家のAQDCC施設内での事務所スペース確保につ

いて強く要求を行った。協議のうえ、先方からプロジェクト開始時までに、執務スペース

をUB市大気質庁内に準備することで合意を得た。 

2）車両の提供 

本プロジェクトの重点活動の1つである、HOB、火力発電所等の煙道排ガス測定実施にお

ける①日本人専門家、及びモンゴル側C/Pの移動、②測定機材の運搬のためには、最低でも

2台の車両が必要となることの確認をした。協議の結果、UB市大気質庁より1台、JICA側で
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1台準備することで合意を得た。JICAからは事故時の対処の観点から、借り上げにて車両を

準備することを想定している。 

 

３－２ 火力発電所・HOBにかかる確認事項 

（1）火力発電所、HOBに関する政策 

（付属資料8. 調査団面談・視察議事録8/24、8/27 MMRE議事録参照） 

1次エネルギー資源として、石油や天然ガスの埋蔵量は乏しく、石炭を豊富に埋蔵するモン

ゴルにおいては、エネルギー政策として、石炭を今後とも活用することとしている。そのた

めには、新しい技術を取り入れ、機械を更新していく方針であるが、大量の資金調達には困

難を伴うことから、予定どおりには進んでいないのが実情である。 

2015年までのエネルギー分野の国家政策では、第2発電所はすぐに、第3発電所は2011年に

閉鎖することになっているが、これは、第5発電所の建設が計画どおりに進むことを想定した

もので、実情に沿っておらず近々に長期エネルギー政策の見直しが行われる予定である。 

第5発電所の建設に関しては、最近入札が行われたが、これはF/Sから発電所建設まで丸投げ

方式で行うというもので、環境アセスもできておらず、Financeのめどがつかずに不成立とな

っている。発電所の建設は、厳寒期は工事が中断することや、すべての機材の輸送は鉄道、

またはトラックによらざるを得ないという輸送面での制約もあり、たとえ契約がまとまって

も完成まで少なくとも5年間を要する。 

その間、伸び続ける電力、暖房熱源の需要を賄うには、既設の第2～4発電所は運転を継続

せざるを得ない状況であり、鉱物資源エネルギー省としては、老朽化の著しい第2発電所は

2013年に閉鎖してコークス製造設備への転換を図る一方、第3、第4発電所については第5発電

所が完成したとしても、少なくとも10年間は運転を継続する方針である。 

既設の発電所に資金を投入できたとしても、優先順位は、ボイラ、タービン、電気設備の

順であり、排煙対策にまで手が回らないのが実情である。 

UB市に関するエネルギー政策は、鉱物資源エネルギー省、都市開発計画省、UB市が関与し

て検討しており、人口が増加すると熱需要も増えることになるが、HOBはなるべく増やさな

い方針で、既存火力発電所を活用し、中央暖房施設につなぐことを考えている。しかし、暖

房用パイプラインの建設には費用がかかることや、発電所側からの熱供給量も限界に達して

いることから、HOBの増設は当面避けられないものと思われる。 

発電所のような大量汚染物質発生源に対し、大気汚染に対する罰金を設け、その基金で、

ゲル地区の燃料転換とストーブ更新に補助金をつける、また、コークス製造設備の建設に助

成金を出すなどの案も考えられたが、費用負担を強いられる側の反対や、補助金に対する公

平性の問題もあり実現を見るまでに至っていない。 

大気汚防止に関しては、発電所からの排出ガス中の公害物質に対しMNS等の規制は制定さ

れてはいるが、これらは、欧米の規制に関する条文をそのまま引用し、実際に計測した数値

をそのまま規制値としたものであり、ボイラの容量、種類によりまちまちで、常時モニター

して規制値を満たすよう運転面で努力しているわけでもない。 

HOBに至っては、UB市に登録されているもの以外のHOBもあり、また、各種HOBの排出量

に関する測定手法も確定しておらず、全く野放しの状態であり、今後この状態が続けば、大

気汚染物質の排出量の増加が懸念される。 
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（2）火力発電所、HOBの現状 

HOB、火力発電所の調査結果の詳細は、付属資料8. の調査団面談・視察議事録に記載する

が、要約すると次のとおりである。 

1）HOB 

HOBは、付属資料9. に示すように、手動のものから自動のものまで多岐にわたっている。

燃焼用の空気を送るための通風機の有無、石炭を乗せて燃焼するストーカーが固定式や移

動式、排ガス中の煤塵を除去するためのサイクロン式集塵器の有無、石炭を自動で給炭す

る給炭装置の有無など、さまざまである。 

また運転・保守の面から見ると、設備は古くとも、ボイラ周辺を整理、整頓し運転員が

燃焼状況を確認しながら上手に動かしているもの、ボイラ周辺が乱雑で石炭を燃せばよい

といったもの、また、構造面でも少し改良すれば良くなるものや、少々手を加えても良く

なりそうにないものまでさまざまである。 

今後、新しく導入するHOBとしては、自動式HOBが望ましいが、費用がかさむのと、自

動化の設備は故障すると簡単に直せないという問題があり、必ずしも自動式がよいとは限

らない。固定床の古い設備でも適切に動かしているものもあることから、運転員の技量向

上によりかなりの改善は期待できると考える。ただ、HOBは年中動かすわけではないので、

専業のボイラマンをつけるわけにいかず（1990年代の社会主義体制がしっかりしていた頃

までは専門学校があったが）ボイラ操業に従事するのは低学歴者とならざるを得ない。そ

こで、これらの人々が理解できるマニュアルの作成が必要と考える。 

 

また煤塵の排出を少しでも抑え、燃焼用空気の安

定供給の見地から、誘引ファンと安価なサイクロン

式の集塵機を組合わせた装置の設置が望まれる。ま

た火格子が詰まったり、曲がったりすると良好な燃

焼を阻害するので、頑丈で目詰まりし難いものに改

良することが望まれる。 

 

今後、施設改善を行うとした場合の改善項目につ

いて、表３－１、表３－２に取りまとめた。 

 

表３－１ 自動式HOBの改善（案） 

 項   目 内    容 優先度

1 保守体制の整備 専門メンテ会社による定期的な整備（義務化） A 

2 予備品 予備品の調達に支障の起きぬ仕組みづくり 

（標準ボイラの設定、予備品の国内生産化） 

A 

 

 

サイクロンHOB HOB 誘引通風機
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表３－２ 手動式HOBの改善（案） 

 項   目 内    容 優先度

1 運転技術の向上 マニュアルの整備 

運転員講習会、資格、認定制度の導入 

A 

2 補修技術の向上 マニュアルの整備 

保守員講習会、資格、認定制度の導入 

A 

3 保守体制の整備 専門メンテ会社または有資格者による定期的な

整備（義務化） 

B 

4 予備品 予備品の調達に支障の起きない仕組みづくり 

（標準ボイラの設定、予備品の国内生産化） 

B 

5 誘引通風機、サイクロ

ンの設置 

すべて（または、ある容量以上）のHOBに設置を

義務づけ（優遇制度、供与） 

A 

注：・サイクロンの集塵性能については、本プロジェクトで計測し有効性を確認する。 
・誘引通風機については、サイクロンの圧力損失と火格子の圧力損失からHOBの型式、容量ごと

に標準化したものの中から選定できるようにする。 
・マニュアルについては、雛型となるマニュアルを本プロジェクトでC/Pと共同で作成し、以降は、

モンゴル側が独自で適用範囲の拡大や、改訂ができるようにする。 

 

2）第2火力発電所 

第2発電所は市内の10％の電力を供給しており、現在コークス製造設備への転換を計画中

である。コークス製造設備に脱硫、除塵機能が備わっていないと、石炭からコークスへの

転換によって市内でのゲルストーブなどからの汚染物質排出は減っても、代わりに発電所

が公害物質を排出することとなる。 

設備は非常に古いが周辺は掃除が行き届き大切に使っているという感じである。35t/hの

固定床式ストーカ焚きボイラ2缶にはサイクロン式の集塵器が、75t/hの微粉炭焚きボイラ2

缶には水膜式サイクロンが設置されているが、集塵性能については疑問である。 

計器は、ボイラの運転に必要最小限のドラム水面計（給水流量を制御）、圧力計（燃料供

給量を制御）が付いているのみで、燃焼を調整、管理するための空気量計測、制御、O2濃

度計、環境管理のためのNOx、SOx、CO、煤塵濃度計などは一切設置されていない。 

もし設備改造を行うとすれば、流動床ボイラの改造が望ましいと思われる（現状の燃焼

方式で改造するとしても、バーナ、制御装置などボイラ耐圧部以外のほとんどを更新する

必要がある）。 

 

今後、施設改善を行うとした場合の改善項目について、表３－３に取りまとめた。 
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表３－３ 第2火力発電所施設改善案 

 項   目 内    容 優先度 

1 水膜式サイクロンの

改造 

ベンチュリスクラバーを水膜式サイクロンの上

流に設置し集塵効率を上げる。（第3発電所方式） 

A 

2 流動床ボイラへの改

造 

火炉の下部を撤去し流動床とする。制御装置も全

面改造（注：35t/hボイラは煉瓦壁構造なので、内

圧に耐えうるか検討必要。不可であれば廃止） 

B 

3 コークス炉への転換 ロシア式、中国式の案があるが事業性に乏しい。 

実施する場合は、環境配慮が必要。 

C 

4 環境モニターの設置 NOx、SOx、CO、O2、煤煙濃度連続計測装置の設

置 

B 

注：第2発電所の将来計画を明確にすることが先決であるが、設備費用が安ければ、緊急対策として1
の採用も考えられる 

 

3）第3発電所 

第3発電所は中圧ボイラ6缶、高圧ボイラ7缶からなり、中圧ボイラの内2缶は中国メーカ

ーの流動床ボイラ（砂を下から吹き上げる空気で流動させ、そこへ石炭を投入して燃焼さ

せる燃焼方式。広範囲の燃料に適合性がある）に転換している。流動床ボイラはNOxや煤塵

の発生は低下し石灰を添加すれば脱硫も可能である（改造費用は当時の価格で約1億円/缶と

いっており、脱硫も含めた環境対策ができることから、総合的な環境対策としては効果が

大きい可能性もある）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 35t/h ボイラの流動床ボイラへの改造 
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一方、高圧ボイラについては、2缶を微粉炭の直接燃焼方式へ転換しバーナも更新してい

る。石炭が燃焼不良となった時にMazut（残渣油）で助燃するが、これが黒煙発生の原因と

なっている。集塵装置は水スプレイ+水膜式のサイクロンが設置されており、第2発電所よ

りは高い性能が得られているようである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内部の構造は不明であるが、高性能のものでは、50％分離限界粒子径は0.1μmといわれて

おり、改造による性能向上の可能性も考えられる。 

 

ボイラの起動時や、石炭の助燃にMazutを

投入すると猛烈な黒煙を排出する。石炭焚き

バーナの構造にも問題があり、その改善は、

石炭よりも高価なMazutの使用量を減らす意

味からも重要である。 

右図はMazut燃焼時の黒煙で、かなり先ま

でたなびいている。 

 

ボイラの制御装置に関しては、改造したボイラには一応燃焼制御装置が組み込まれてい

る。高圧ボイラにはロシア製の環境モニターが設置されているが、今は故障している。 

更新されたバーナも構造面ではあまり工夫が見られず、燃焼不良の発生の一因であり、

燃焼性の優れた最新の低NOxバーナに取り換えるのが望ましい。 

もし電気集塵器を設置するとすれば、ボイラ室の中では、水膜式サイクロンと誘引通風

機を撤去し、その跡地に設置する方法も考えられるが、工事中はボイラを停止する必要が

あり推奨できない。ボイラ室の後方（外側）に設置すれば、ダクトの引回しは長くなるが、

ボイラ運転中でも電気集塵器の設置工事ができ、短期間の停止でダクトのつなぎ込みも行

えるので、この方法が望ましいと考える。そのための設置スペースは十分確保できている。 

なお電気集塵器本体は屋外型となるが、下部のホッパーや灰出し装置は外壁を設けて囲

い、現在のボイラ室の外壁を外してボイラ室とつなぐこととする（第4発電所の電気集塵器

の配置もこれに似た配置となっている）。 

 

今後、施設改善を行うとした場合の改善項目について、表３－４に取りまとめた。 

 

ベンチュリスクラバー 水膜式サイクロン 同装置の構造の一例 

第３発電所の黒煙（手前は熱供給パイプライン）
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表３－４ 第3火力発電所の施設改善案 

 項   目 内    容 優先度

1 流動床ボイラへの改造

（中圧ボイラ） 

火炉の下部を撤去し流動床とする。制御装置も全

面改造 

A 

2 微粉炭焚きバーナの更

新（高、中圧ボイラ） 

低NOxバーナの採用（NOx低減効果を多少犠牲に

してもバガヌール炭の安定燃焼を図る） 

A 

3 Mazut用起動バーナの

設置 

空気流量制御が確実にできる高性能起動用バー

ナを設置（黒煙対策、助燃にも流用可能） 

A 

4 流動床ボイラへの改造

（高圧ボイラ） 

火炉の下部を撤去し流動床とする。制御装置も全

面改造（220t/hボイラは大型の部類に属するので

検討が必要） 

B 

5 サイクロンの改造 ベンチュリスクラバーを更新し性能向上を図る A 

6 電気集塵器の設置 サイクロンの性能向上が望めない場合 B 

7 環境モニターの更新 NOx、SOx、CO、O2、煤煙濃度連続計測装置の

設置 

A 

注：・流動床への改造は、本プロジェクトで旧ボイラと流動床ボイラの排煙データを把握し評価を行う。 
・MAZUT焚き時の煤塵量はそれほど多くはないと思われるが、黒煙は目立つので対策が必要（電気

集塵器をつけてもボイラ起動時に荷電すると、灰処理の問題あり。また電気集塵器で捕集する場合

は、この国の運転レベルでは起動後に火災を起こす恐れがあり荷電は推奨できない）。 
・第3発電所の水膜式サイクロンの前には、水スプレイがあり、第2はない。この効果も確認（一時

的に停止して煤塵計測）することは、第3発電所におけるサイクロン性能向上の可能性と、第2発電

所の安価な煤塵対策（サイクロン改造）の可能性を検討するうえで有効かと考える。 

 

4）第4火力発電所 

すべてのボイラの燃焼装置を当時の最新鋭のものに更新し、燃焼面では、先進国なみの

レベルで運転ができるようになっている。炉内の燃焼状態も良好である。しかし、既に更

新後10年に達しており、独自で修理できるものもあれば、補修部品の供給が不十分でうま

く機能していない機器もある。環境装置としては電気集塵器が建設当初から設置されてい

るが、最近は性能劣化が見られるとのことである。 

大気汚染の要因である煤塵の排出については、他の発電所と比べて格段に少ないことか

ら、大気汚染対策強化活動の中で順位が低いものとなるが、最大の石炭使用量の発電所で

あることから、現在の設備の性能維持に対しては、注意を払う必要がある。 

 

今後、施設改善を行うとした場合の改善項目について、表３－５に取りまとめた。 

 

表３－５ 第4火力発電所の改善案 

 項   目 内    容 優先度

1 燃焼装置予備品 不足している輸入予備品の完備 A 

2 電気集塵器の整備 劣化部品（電極など）の更新 B 

3 環境モニターの設置 NOX、SOX、CO、O2、煤煙濃度連続計測装置の更新 B 
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３－３ ボイラ登録制度にかかる確認事項 

エネルギー法では出力1.5MW以上の発電用ボイラの運転許可については、エネルギー調整局に

申請を出し、エネルギー政策局が審査を行い、エネルギー調整局がライセンスを発行する。エネ

ルギー政策局が関与するボイラは基本的に発電所のボイラで、電力を供給するものだけである。

UB市の給湯ボイラやHOBなどの発電用以外のボイラは都市開発計画局の担当であり、GM、エン

ジニアリング施設局、監査局の3名から成るエネルギー調整委員会から認可される。これまでの許

可については、人材と運転能力があるかを最優先に審査することにはなっているが、現実は申請

してライセンス料さえ払えば、許可がおりるのが現状である。以前は専門学校があり、暖房関係

の1級、2級といった資格があったが、1990年頃からこれがなくなり、なんらかの対策が必要とさ

れている。 

エネルギー法では1.5MW以下は地方の管理になっているが、下限の数値がないことから、小さ

なボイラは野放しになっているものもある。これらに関する条例はなく、今後きちんと管理して

いくには条例を制定する必要がある。ライセンスを与えられた会社は17社あったが、つぶれた会

社もあり、現在、持っているのは4社で、申請中が7社ある。ビール工場のMCS等1.5MWに近いボ

イラは特別許可であり、特別許可は81件。個人の中規模のものが1,020台である。 

ボイラの設置・廃止については、Heating Stove Utilization Authorizationが管理しており、許可を

もらう時だけ許可料を払う。最大5年間は有効。2008年11月18日に調整委員会ができて、昨年まで

にライセンスを出したところを再確認中である。なお、学校や幼稚園のボイラでは、校長や園長

が許可を取らずにやっている場合があり、再調査中である。 

排出基準が遵守されているかどうかは、現在のところ測定値がないので排出基準に関係なくラ

イセンスが出されている。 

操業停止の措置は、国家監査庁の法律にある。許可にあたっては、悪い環境で運転されないか、

市民生活に悪影響を及ぼさないかを審査することになっており、条件を満たさぬ時は許可を無効

にする。しかし、汚染を引き起こしているボイラを停止すれば、多くの世帯の市民生活に影響を

与えるので、操業停止は現実には難しい。排出基準の順守状況は、ボイラを更新したことで良く

はなってきていると思われるが、実測されたわけでなく、排出基準は満たしていない模様である。

市の管理するボイラでも予算の関係で更新が思うようにいかず、民間の場合は、補助金も出ない

ので資金の手当てが問題である。 

暖房熱供給料金については、HOBについてはUB市のエネルギー調整委員会が、年度の財務資料

に基づいて業者と話し合いを行い、判断する。性能が悪ければ赤字になる。ここで決まった料金

は公開される。最近の、月当たりの暖房代の平均価格では、HOBが468Tg/m2で、発電所が196Tg/m2

（VATを除く）である。HOBの定期点検は、国家監査庁やエンジニアリング施設部が行く。UB市

が行うのは、作業安全面や機械、石炭の量を確保しているかの確認で、騒音・振動などは国家監

査庁の管理となっている。 

 

３－４ 世銀等他ドナーとの協調（NCC、エミッション・インベントリなど）にかかる留意事項 

今回調査では、世銀UB事務所訪問（Mr. Tumentsogt Tsevegmid, Senior Infrastructure Officer, World 

Bank）及び、UB市における大気汚染案件のタスクマネジャー（Mr. Gailius J. Draugelis,  Acting 

Country Sector Coordinator - China Energy Senior Energy Specialist, China & Mongolia Sustainable 

Development Unit, World Bank Office, Beijing East Asia and Pacific Region, World Bank Group）とのメ
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ールの交換により、情報収集と意見交換を行った。また、モンゴル側における世銀の「大気環境

モニタリング及び健康影響ベースライン調査」（The Air Monitoring and Health Impact Baseline Study 

以下、AMHIB）の一連の調査に携わるモンゴル国立大学、Prof. Sereeter Lodoysamba、及び、当該

分野における世銀の支援の対象機関の1つであるNAMHEM（NAQO）のMs. Enkhmaa Sarangerel に、

状況の確認を行った。以下に留意事項をまとめる。 

 

（1）エミッション・インベントリ 

本JICA技術協力プロジェクトでは、エミッション・インベントリの構築が重要なプロジェ

クト活動として位置づけられている。世銀Gailius氏によれば、世銀もNAMHEMを対象として、

エミッション・インベントリの整備と大気シミュレーションモデルの技術移転を行うことを

検討しているとのことである。世銀の考えは、NAMHEMに対して、AMHIBで収集したデータ

に基づき、データベースを構築し、ノルウェーのNorwegian Institute for Air Research（以下、

NILU）により開発された、AirQuis systemと呼ばれる大気シミュレーション・モデリング・パ

ッケージの使用法を教授し、これにより大気環境シミュレーションと対策方針の判断に役立

てようとするものである。 

世銀は、NAMHEMがUB市におけるエミッション・インベントリを所掌すべきと主張してお

り、当初、JICAが本案件でAQDCCに対してエミッション・インベントリ整備への支援を行う

ことに懐疑的であった。これには、汚染源の特定に関して、さまざまな汚染源情報に基づい

て異なる見解が生まれ、ラウンドテーブルなどの場で議論が紛糾することを避けたいとの意

図も感じられる。特に、大気質環境への影響においては、ゲル地区ストーブを最大の汚染源

とし、また、火力発電所は無視できるものとする世銀の見解に相反するものとなるような、

汚染源情報が出てくることを世銀は嫌っているふしもある。それゆえに、世銀のJICAによる

火力発電所、HOBやゲル地区ストーブの排出源の実測データへの関心は強い。本来、環境対

策にはさまざまな利害関係者がかかわり、また、環境情報の科学技術的な信頼性に常に限界

がある。それゆえに、実効性のある対策の実施のためには、社会的な合意を形成することが

基本であり、その過程で、異なる見解の間のディベートはどうしても必要となる。そうした

観点から、世銀のこれまでの一連の姿勢には疑問の残るところである。 

しかし、本JICAプロジェクトのエミッション・インベントリとモデリング部分のモンゴル

側C/P-WGにおける責任機関はNAQO（すなわち、NAMHEM）であるので、世銀もこれは了解

したようである。また、NAQOのEnkhmaa氏の見解は、HOBなどの汚染源情報の取得に際して

UB市の協力が不可欠でありNAMHEMのみでこれを構築するのは不可能との見解であり、これ

は、わが方の見解と一致している。それゆえに、本プロジェクトのエミッション・インベン

トリ構築の活動はAQDCCとNAQOが協働で行うことにNAQOの理解が得られている。一方、

NAQOのEnkhmaa氏、及びLodoysamba教授に確認したところ、いまだ、NAMHEMに対するエ

ミッション・インベントリ構築支援について、世銀はモンゴル側と協議を行っていない模様

である。現時点では世銀とNILUによる検討レベルであり、この具体的な実施予定は不明であ

る。ちなみに、Lodoysamba教授の個人的な見解では、AMHIBでは、データベースを構築でき

るほどのデータは集まっていないようである。 

エミッション・インベントリ支援は、当初より2008年12月の第1次詳細準備調査、及び、本

年5月の第2次詳細準備調査の一連のワークショップを通じて、モンゴル側の汚染源を特定す
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る能力強化のための重点協力分野として、モンゴル側及び世銀に説明してきた。また、6月の

ドナー・ラウンドテーブルでJICAモンゴル事務所により発表した第2次詳細調査要約報告書

（英文版）において、JICAプロジェクト活動案としても明示している。また、世銀側のエミ

ッション・インベントリは、世銀が現在、行っているAMHIBの一連の調査により得られた情

報をデータベースとして使えるものとすることが主眼であり、汚染源の全体像を把握する包

括的なエミッション・インベントリを構築するものではない。 

以上をかんがみて、世銀側の具体的な活動計画も現時点で不明なことから、今回調査では、

本プロジェクト活動案の変更は行わない方針とした。ただし、世銀の想定するモンゴル側の

C/P機関はNAMHEMすなわち、NAQOであり、これは、同時に本JICAプロジェクトのエミッ

ション・インベントリとモデル・シミュレーションの活動の責任機関となっている。これら

の世銀の支援とJICA協力のタイミングにもよるが、C/Pに関して、今後調整の必要性が出てく

る可能性は否定できない。また、世銀が意図するシミュレーション・モデリング技術とJICA

本プロジェクトが想定するモデリング技術の違いや互換性に関して、検討を行い世銀やモン

ゴル側に技術的な説明ができるように準備をしておく必要がある（現時点での、これらの技

術的な比較検討については、付属資料、深山団員によるメモ「AirQUIS とJICA・システム、

シミュレーションの関係」を参照されたい）。AirQuisは、大気環境シミュレーションと対策判

断が1つのパッケージで可能となるのが特色であるが、校定法としてオーソライズされている

わけではないようである。モンゴル側の対処能力強化を自立発展性のある形で支援する観点

からは、より普遍性の高い米国EPAによるモデリング技術を移転する方がより適切であろう。

引き続き、世銀側と情報と意見交換を継続する必要性は高い。 

 

（2）ADBによる支援 

前回の第2次詳細準備調査で、ADBの日本基金によるPATA（Policy and Advisory Technical 

Assistance）が要請されていることについて述べた。その内容については、前回準備調査で収

集したADBのプロポーザル案等を参照されたい。JICAとしては、これを日本政府が承認する

にあたっては、次のものを条件とすることを外務省や在日本大使館に要請したところである。 

・PATAにより、モンゴル側政府職員に人件費として報酬の支払いをしないこと。 

・PATAにおける、HOBの転換F/Sなどの情報については、日本側がアクセスできること。 

世銀Gailius氏によれば、この9月に、ADBでの内部手続きが終わり、PATAが開始する見込み

である。これまで、UB市大気汚染対策に関しての世銀の一連の調査実施、NCC、NCCワーキ

ンググループやドナー・ラウンドテーブルは、世銀が日本基金をはじめとするさまざまな資

金源を利用することによって支えられてきた。今後は、ADBのPATAによって、活動が引き継

がれていくことになる。引き続き、ドナー協調に関しては、世銀が主導権をとると見込まれ

るが、今後、ADBのプレゼンスも大きなものとなるであろう。こうした活動の資金ソースに

日本基金が使われるのであれば、引き続き、JICAも積極的に発言をしていくべきである。 

ADBのPATA最終版には、16カ所のHOB転換FS、火力発電所の排気ガス連続モニタリング装

置の設置検討、ゲル地区ストーブのテストラボの設置が含まれている。これらの詳細は現時

点では明らかではないが、これらの活動は本JICAプロジェクトの活動と相互に関連する可能

性が高い。世銀からも、本JICAプロジェクトにおける、ゲル地区ストーブの煙道排ガスの実

測や測定方法の検討においては、JICA側とADB側の現場レベルの密接な連携を行うことが要
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請されている。 

 

（3）米国MCC（Millennium Challenge Corporation） 

米国Millennium Challenge Corporation（以下、MCC）は、2002年に米国政府内に設立された

新たな援助機関である。これは、経済成長を通じた貧困削減を重点的に支援するものであり、

モンゴルとは、2007年に協定（Compact）を結び、モンゴル側が提案・実施する、鉄道プロジ

ェクト、土地所有権プロジェクト、職業訓練プロジェクト、保健衛生プロジェクトの4プロジ

ェクトからなるプログラムに対して、2億8,500万USドルが無償で供与されることが合意され

た。このうち、最大のプロジェクトは鉄道プロジェクトであり、これに1億8,800万USドルが

充てられた。 

世銀モンゴル事務所のTumentsogt氏によれば、この鉄道プロジェクトがキャンセルされたた

めに、1億8,800万USドルの資金で実施するプロジェクト案件を、MCCは現在、新たに募集中

である。世銀は、これに注目し、この資金源を利用して、ゲル地区における改善燃料、改善

ストーブなどの対策を行う可能性を模索している模様である。援助機関等がモンゴル側によ

るプロジェクトプロポーザルを支援しMCCに提出させて、これをMCCが審査して資金の供与

を行い、プロジェクトの実施はモンゴル側が行うというプロセスが想定できる。この大量の

資金が、大気汚染対策分野でどのような影響を与えるのか、今後も注視する必要性は高い。 

 

（4）JICAプロジェクトのドナー全体での位置づけ 

世銀による、さまざまな調査活動、デモンストレーション活動が終息し、当初、世銀の

Ulaanbaatar Clean Air Project （以下、UBCAP）で予定されていたゲル地区のストーブと燃料

転換の融資事業準備が滞る中（経済危機に対応するための緊急融資のために、世銀のモンゴ

ルに対する資金枠が使い果たされて、プロジェクト融資が先送りにされたと推定される）、

JICAのプロジェクトは、ドナー全体としても主要な支援となる可能性が高い。世銀Gailius氏

からも、さまざまな支援活動が終息する中で、JICAプロジェクトの活動が始まることによっ

て、ドナー・コミュニティ全体としてのモンゴル支援の継続性が保たれることに、期待が示

された。本案件の実施に際しては、こうした状況を十分に配慮して、JICAの貢献度を高める

可能性と必要性は高いものがある。 

 

３－５ プロジェクト実施に向けての留意事項 

（1）排ガス測定時のボイラの運転 

1）発電所のボイラにおいても、第4発電所と第3発電所の改造済みのボイラ以外は、ボイラ

制御は、ボイラの運転に最小限必要な、ドラム圧力を維持するための燃料投入量制御と、

ドラムの水位を調整する給水量制御以外なにも制御するものがない。排ガス測定中、燃料

投入量（発生蒸気量）が一定の運転ができれば、ボイラは比較的安定した形で運転でき、

測定値も大きく振れることはないと考える。ただ、その際に、過剰空気率をどのように設

定するかで、NOx、CO、SO2、O2濃度は変わる。測定開始前に、彼らが通常運転している

レベルを把握する必要がある。多分、勘頼みで運転しているのではないかと想像される。

ファンの風量は大気温度で変わるので何で風量を決定しているかが重要となる。スートブ

ロワーを使っているのであれば、測定中は停止するべきである。 
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2）HOB運転は更にずさんであることを考慮し、あとで比較できるよう、どのように運転し

たかの記録を残すことも重要である。自然通風の場合、火格子下の灰出しをいつやるかで

空気の流通が変わり燃焼状態が変化するので、そのような操作をやるタイミングをあらか

じめ決めておく必要があると思われる。また、大気温度（屋内の周囲温度、外気温度）で

煙突のドラフトも変化する。 

 

3）ボイラの効率改善も将来の改善項目になるが、ポイントはいかに低過剰空気率で焚ける

かにあると考える。排ガス温度も影響するが、燃焼状態を変えその変化を見ることは難し

いと思われる。ボイラの効率は、蒸気、または温水として取り出した熱量と、石炭を燃焼

させた入熱との比で求められるが、計器がほとんどないことから、計測は実質的には困難

と思われる。そこで、排ガスとして持ち去られた熱と、入熱の関係で求める熱損失法によ

るのがよいと考える。排ガス量、排ガス温度（サイクロン前のガス温度）、大気温度、湿度

が計測されれば、燃料分析値（毎回やっておれないので代表サンプル）があれば、概略の

効率が求められる。 

 

（2）既設集塵器の性能 

大気汚染対策強化のためには、限られた資金で最大の効果を上げる必要があり、既設の設

備の能力の確認と、改善の可能性を見極めることができるようデータを収集する必要がある。 

サイクロン集塵器のベンチュリスクラバーの効果については、一時的に水を止めて比較検

討することも必要ではないだろうか。流動床ボイラについては、微粉炭焚きとの比較も必要

と考える。ベンチュリスクラバーは圧力損失も大きいので前後の差圧計測（または設計値）

と、誘引ファンの尤度（ダンパー開度、電流）も記録できるものが望ましい。 

 

（3）排ガス測定 

排ガス測定に関しては、第一に、「UBの格別に厳しい厳冬期への対応」が重要な課題として

挙げられる。厳冬期には気温が零下40℃にまで低下するともいわれており、液体の凍結が懸

念されることから、機材の選定の際にも、低温下での使用を考慮する必要がある。しかしな

がら、ここまでの低温下で使用できる機材が揃うことは想定し難く、現実には、ほとんどの

機材をある程度、暖房可能な空間に置いて、測定を行うことになるであろう。いずれにせよ、

最初の冬期における現地調査で、実際の状況を確認し、しかるべき対策を検討しなければな

らない。 

さらに、厳冬期の測定そのものが必要かどうかという規制活動の実施面からの判断も必要

となる。第2次詳細計画策定時には、機材の輸送が遅れたこと等により、排ガス測定の時期が

4月後半にまでずれ込んでしまい、いくつかのHOBで測定のための運転拒否や低負荷での運転

による測定実施等の問題が生じた。HOBの汚染物質排出実態の把握という面からは最も負荷

の高い厳冬期における測定が必要とされる反面、測定実施の困難さやその対応にかかる負担

を考えると、冬期ではあっても厳冬期を外して、測定時にのみ負荷を上げて運転してもらい

測定を行うといった次善策も検討しなければならないであろう。このような検討は、プロジ

ェクト実施期間中の排ガス測定の実施可能性のみならず、プロジェクト終了後もモンゴル側

が排ガス測定を継続していく際の条件としても重要であるので、現実的な実施可能性に重点
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を置いた検討が望まれる。 

また、別の観点としては、特に発電所などにおいて、技術的な大気汚染対策のための基礎

データを得るために、負荷調整の行いやすい時期に、測定計画を組むというアプローチもあ

る。 

 

（4）モンゴル語通訳 

総じて今回、C/P及びC/P-WGのメンバとして予定しているモンゴル側スタッフは十分には

英語を話せないといえる。特に会話には難があり、英語を共通言語としてプロジェクト活動

を行うことは現実的には無理であると思われる。また、今回予定している活動は排ガス測定、

ボイラ登録制度構築、発生源の対策検討等、同時期の専門家の行動が複数のグループに分か

れる場合が多いと想定される。さらに、法令等の資料もほとんどがモンゴル語である。 

一方で、モンゴルでは比較的日本語教育が盛んであり、日本語－モンゴル語の通訳も雇用

しやすい環境にある。実際に、第2次詳細計画策定調査のワークショップでは、プレゼンテー

ションや配布資料は英語を基本として、口頭発表・質疑応答は日本語－モンゴル語の通訳を

介して行った。ドナー機関に対しては、事前に口頭発表等は日本語－モンゴル語で行うこと、

そして、必要であれば、モンゴル語－英語の通訳を同行するように通知しておいた。 

以上のことから、複数名の日本語－モンゴル語通訳を、少なくとも専門家の滞在期間中は

配置することが必要である。 

 

（5）現地再委託 

プロジェクトではHOBの訪問調査、交通量調査、走行速度調査等を実施する必要があるも

のと考えられるが、これらの調査については、モンゴル語ができるということや土地勘があ

るといったことから、モンゴルのローカルコンサルタントに再委託して実施するという選択

肢もあると考える。 

 

（6）灰の放射能測定 

灰の放射能測定は灰を採取してラボラトリーへ持ち帰り、核種ごとの放射能を測定すると

いう方法によることが一般的であり、第3、第4火力発電所でもPhysical Technology研究所に分

析を依頼している。また、その分析結果は別途、韓国に依頼したものと同様の結果であり、

分析精度に関しても問題はなかったとのことであった。 

モンゴル現地で分析が可能であれば、分析は現地で再委託し、灰の再利用に関する知見を

提供し、対策を検討していけばよいと考える。 

 

（7）自動車排ガス測定 

一般的には自動車排ガスの排出係数測定はシャーシダイナモと呼ばれる大がかりな装置で

実施される。この装置は新型車の型式認定にも使われる。しかしながら、モンゴルにはシャ

ーシダイナモはなく、それに代えて、車載計という簡易型の測定機材を調達して、排ガス測

定を行うことを第2次詳細計画策定調査時のワークショップでは提案していた。 

しかしながら、モンゴルではいまだ有鉛ガソリンが使用されており、車載計のセンサーが

鉛によって被毒することが判明し、また、予算的な制約もあり、今回のPDMでは、その活動
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を削除した。 

一方で、モンゴルの自動車の排出係数については情報がなく、プロジェクト実施段階にお

いても排ガス測定の実施可能性については引き続き、検討していきたい。 

 

３－６ JICA関連協力への提言 

・Mazut燃焼時に煙突から黒煙がたなびくのは、煤塵の絶対量は別として見た目にも市民の印象

が悪い。Mazut焚き専用のバーナ設置が望まれる。 

・煤塵対策については、確実に除去するには、電気集塵器の設置が望ましいが、すべてのボイラ

に設置するには多大な費用を要する。石炭の消費量からみれば、発電所の排出量を10～20％削

減すれば、他の排出源のすべてに相当する量である。既設のサイクロンの能力アップの可能性

を探るのも必要かと考える。 

・第3発電所の中圧ボイラで実施された流動床ボイラへの改造は、発電所のカタログでは公害物質

の排出がほぼ半減するような良好な結果となっている。流動床ボイラは石灰を火炉に投入すれ

ば、脱硫もできる特長も備えており、JICA調査においてもその効果が確認できれば、総合的な

大気汚染防止対策として検討に値するものである。 

・最適な燃焼を行うためには、燃焼装置に関する制御装置と、燃焼の結果放出される排ガスの環

境モニターが必須である。大型の排出源である発電用ボイラには設置が必要であり、またそれ

を維持できる支援が必要と考える。 

・HOBについては、煤塵除去装置を備えておらず、そのまま煙突から排出しているのも多い。あ

る規模以上のHOBには設置を義務づけ、必要ならばサイクロンと誘引通風器を供与することも

考えられる。 

・道路の巻上げ粉塵については、路上の粉塵を除去しない限り、累積してますます問題となる。

道路清掃車の供与も一案かと考える。 

・第2火力発電所のように、老朽火力発電所を廃止してそのまま放置するのも、もったいない話で

ある。用地、インフラなどの発電所としての共通設備が、再活用できるようにODAなどで公的

に支援し、ボイラ、タービン、発電機などの発電設備を撤去し、その跡地にIPP（Independent Power 

Producer）を呼び込むという案も将来の検討事項と思われる。 

 

プロジェクト実施時には、各対策案の費用概算についても検討することとなるが、例えば、第3

火力で35t/hボイラを流動床ボイラに改造した際の費用は100万USドルであったといわれている。無

償資金協力や有償資金協力によって供与・融資額の規模の範囲も異なり、資金の提供先が公共か

民間かによっても、関連するJICA協力のスキームが異なってくることから、適宜、対応できるス

キームと情報交換を行うことが必要であると考える。 
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第４章 5項目評価 
 

４－１ 評価項目の設定 

評価項目は、JICA企画・評価管理室編「プロジェクト評価の実践的手法――JICA事業評価ガイ

ドライン改定版」（2004年3月31日）により、その事前評価調査の主な視点を参考としながら設定

した。これを以下の評価グリッドに示す。 

 

＜モンゴル・ウランバートル市大気汚染防止対策能力強化プロジェクト＞事前評価調査評価グリッド 

1．妥当性 

評価基準 
評価調査項目 

判断方法 
必要データ 

情報源 
データ収集方法

大項目 小項目 
妥当性 
プロジェクト実

施の正当性、必

要性 
 

必要性 対象地域・社会

のニーズに合致

しているか。 

大気汚染対策の

ニーズを確認 
プロジェクト形

成調査報告 
OECC会報 2009
年8月号 

本調査での聞き

取り 

ターゲットグル

ープのニーズに

合致している

か。 

プロジェクトに

関する要請 
プロジェクト要

請書 
本調査での聞き

取り 

優先度 モンゴルの環境

保全に関する政

策との整合性は

あるか。 

モンゴル、UB市
の環境政策 

プロジェクト形

成調査報告等 
OECC会報 2009
年8月号 
モンゴル政府活

動計画 
UB市長行動計

画 

本調査での資料

収集 

日 本 の ODA 政

策等との整合性

はあるか。 

大気汚染対策に

対する取組み 
対モンゴル援助

政策 
JICA 国 別 事 業

実施計画等 

インターネット

調査 
JICA 事 務 所 よ

り資料収集 
手段としての適

切性 
プロジェクトの

アプローチ、対

象地域は適切な

選択か。 

人口集中状況、

石炭等の消費、

地形等大気汚染

への悪影響 

プロジェクト要

請書 
第2次詳細計画

策定調査報告書 

本調査での聞き

取り、観察 

ターゲットグル

ープの選択は適

正か。 

UB市大気質庁

の位置づけ、そ

の他関連機関の

関係等 

第2次詳細計画

策定調査報告書 
本調査での聞き

取り、観察 

日本の技術・経

験が生かせる

か。 

日本の大気汚染

防止技術、ボイ

ラ、バーナ等の

燃焼技術の応用

の可能性 

発電所、HOB等
の現場 

現地での聞き取

りと確認 
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2．有効性 

評価基準 

評価調査項目 

判断方法 
必要データ・ 

情報源 
データ収集方法

大項目 小項目 

有効性（予測） 

プロジェクトの

効果 

プロジェクト目

標の内容 

プロジェクト目

標は明確に記述

されているか。 

討議（団内会議、

AQDCC と の 討

議、ワークショッ

プ） 

PDM PDMの分析 

プロジェクト目

標の指標は目標

内容を的確にと

らえているか。 

同上 PDM PDMの分析 

 

プロジェクト目

標の指標と目標

値は妥当か。 

同上 PDM PDMの分析 

 

プロジェクト目

標の指標入手手

段は適切か。 

同上 PDM PDMの分析 

 

因果関係 プロジェクト目

標はプロジェク

ト終了時にプロ

ジェクトの効果

として達成され

るものであるか。

同上 PDM PDMの分析 

 

アウトプットは、

プロジェクト目

標達成のために

十分であるか。 

同上 

 

PDM PDMの分析 

 

アウトプットか

らプロジェクト

目標に至るまで

の外部条件は適

切に認識されて

いるか。 

モンゴルにおけ

る政策の継続性 

 

モンゴル政府活

動計画 

UB市長行動計画 

UB市議会決定等 

聞き取り、討議 

プロジェクト目

標の達成を阻害

する要因はある

か。 

関係官庁間の協

力関係、機能の重

複、干渉など 

C/P-WGに関する

市長令 

聞き取り、討議 
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3．効率性 

評価基準 
評価調査項目 

判断方法 
必要データ・ 

情報源 
データ収集方法

大項目 小項目 

効率性 

プロジェクトの

効率性 

 

アウトプットの

内容 

成果（アウトプッ

ト）は産出可能な

適切なものか。 

討議（団内会議、

AQDCC と の 討

議、ワークショッ

プ） 

PDM PDMの分析 

 

成果（アウトプッ

ト）の指標は内容

を的確にとらえ

ているか。 

同上 PDM PDMの分析 

成果（アウトプッ

ト）の指標入手手

段は適切か。 

同上 PDM PDMの分析 

因果関係 アウトプットを

産出するために

十分な活動が計

画されているか。

同上 PDM PDMの分析 

活動を行うため

に 過 不 足 な い

量・質の投入が計

画されているか。

同上 PDM PDMの分析 

活動からアウト

プットに至るま

での外部条件は

適切に認識され

ているか。外部条

件が満たされる

可能性は高いか。

同上 PDM PDMの分析 

タイミング 投入のタイミン

グは適切に計画

されているか。 

同上 PDM、PO PDMの分析 

コスト 類似プロジェク

トと比較して，プ

ロジェクト目標

は投入予定のコ

ストに見合った

ものか。 

同上 PDM PDMの分析 

 



3－26 

4．インパクト 

評価基準 
評価調査項目 

判断方法 
必要データ・ 

情報源 
データ収集方法

大項目 小項目 

インパクト（予

測） 

プロジェクトの

長期的、波及的効

果 

上位目標の内容 上位目標の指標

は目標の内容を

的確にとらえて

いるか。 

討議（団内会議、

AQDCC と の 討

議、ワークショッ

プ） 

PDM  

上位目標の指標

及び目標値は、ベ

ースラインデー

タに照らし合わ

せて妥当か。 

同上 PDM  

上位目標の指標

入手手段は適切

か。 

同上 PDM  

因果関係 上位目標は、プロ

ジェクトの効果

として発現が見

込まれるか。 

同上 PDM  

上位目標と開発

課題の関連性・論

理は明確か。 

同上 PDM  

上位目標の達成

を阻害する要因

はあるか。 

同上 PDM  

波及効果 上位目標以外の

効果・影響が想定

されるか資金的

な制約等に対す

る対策はないか。

同上  討議 

ジェンダー、民

族、社会的階層の

違いにより、異な

ったプラス・マイ

ナスの影響はあ

るか。 

大気汚染と呼吸

器疾患との関連

等 

  

 



3－27 

5．持続性 

評価基準 
評価調査項目 

判断方法 
必要データ・ 

情報源 
データ収集方法

大項目 小項目 

持続性 

（見込み） 

JICAの協力終了

後の持続性 

 

政策・制度面 政策支援は協力

終了後も継続す

るか。 

国及び市の大気

汚染対策に関す

る環境政策の動

向 

 聞き取り 

関連規制、法制度

は整備されてい

るか。整備される

予定か。 

国及び市の体制、

意欲 

 聞き取り 

組織・財政面 協力後も効果をあ

げていくための活

動を実施する組織

能力はあるか。 

市大気質庁の組

織、活動 

 聞き取り 

プロジェクトを

開始する前から、

実施機関のプロ

ジェクトに対す

るオーナーシッ

プは十分に確保

されているか。 

市大気質庁の組

織、活動 

 聞き取り 

経常経費を含む

予算の確保は行

われているか。相

手国側の予算措

置は十分に講じ

られているか。 

市大気質庁の組

織、活動、予算の

状況 

 聞き取り 

   

技術面 プロジェクトで

用いられる技術

移転の手法は受

容さるか。 

討議（団内会議、

AQDCC と の 討

議、ワークショッ

プ） 

  

プロジェクトで

導入予定の資機

材の維持管理計

画は妥当か。 

同上   

普及のメカニズ

ムはプロジェク

トに取り込まれ

ているか。 

同上   

実施機関が普及の

メカニズムを維持

できる可能性はど

の程度あるか。 

同上   

社会・文化面 女性、貧困層、社

会的弱者への配慮

不足により、持続

的効果を妨げる可

能性はないか。 

ゲルストーブ、小

規模ボイラ等に

関する問題点を

確認 

  

その他 持続性を阻害す

るその他の要因

はあるか。 

討議（団内会議、

AQDCCとの討議、

ワークショップ）
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４－２ 5項目評価結果 

次ページ以降に5項目の評価結果をグリッド内に記述した。 

評価基準 
評価調査項目 

評価結果 
大項目 小項目 

妥当性 

プロジェクト

実施の正当性、

必要性 

 

必要性 対象地域・社会の

ニーズに合致し

ているか。 

・UB市の人口は2007年4月には100万人を突破している

が、これに加えて未登録流入者も多く、現在も急速な

増加を続けている。このような人口の膨張に対して新

しい都市開発も計画されており、今後のインフラ拡張

の構想もある。モンゴルは石炭産出国であるため、主

要な1次エネルギーは石炭であって、同市においては

老朽設備も含む3つの火力発電所、約200カ所の中規模

熱供給用小型ボイラ設備（HOB）、1,000カ所ともいわ

れる事業用小型ボイラ、その他10数万世帯のゲル地区

居住者のストーブ等はじめ各種の家庭用暖房設備な

どから排出される石炭起因の浮遊粒子物質が、冬期に

発生する逆転層の影響と南北を山に囲まれている地

形のために拡散されず、高濃度で滞留する。このため

冬期には特に大気汚染が著しく、市民の健康に深刻な

影響を与えており、これを放置すれば人口の増加に伴

う消費石炭の増加により、汚染はさらに増大すること

となる。したがって政府においても市民レベルにおい

ても解決するべき大きな課題と認識されている。 

・この問題を解決するために設置、強化されたAQDCC

はいまだ知見・経験が不足しており、また関連する

国・市の機関も多いため、効果的な環境行政の枠組み

が整備されていない。 

・このような状況のもとで，モンゴル政府はJICAに対し

て、「UB市大気汚染対策能力強化プロジェクト」の要

請を行ってきたものであって、プロジェクトの必要性

は極めて高い。 

ターゲットグル

ープのニーズに

合致しているか。

優先度 モンゴルの環境

保全に関する政

策との整合性は

あるか。 

・モンゴル国憲法第17条には「環境保護は国民すべてが

遵守するべき義務である」と明記されており、2005年

4月には国家大気汚染対策委員会が設置されている。

2007年に入ると大気汚染削減に関する政令・通達が相

次いで制定されており、この中には大気質の問題を担

当する機関の人材を育成するべきことなども示され

ている。 

・2008年策定のモンゴル政府活動計画（2008‐2012）で

は、生活の向上、経済の発展など5つの項目の1つとし

て環境の持続的発展を挙げ、UB市など都市の大気汚染

削減を進めるとしている。これを受けたUB市の市長行

動計画（2008‐2012）においては、燃料転換など種々

の対策をとって、大気汚染を対2008年比で40％削減さ

せることをめざしている。 

・一方、日本政府の2004年11月対モンゴル国別援助計画

においては、環境と両立する持続的な経済成長のため

に環境保全を支援することとされ、特に大気汚染対策

等を含む首都UB市の環境対策への支援を挙げている。

・また、2007年1月から「日本・モンゴル環境政策対話」

が開始され、これまでに両国において3回の会合がも

たれている。さらに2007年2月両国首脳間で合意され

た「今後10年間の日本・モンゴル基本行動計画」にお

日本のODA政策

等との整合性は

あるか。 
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いてもモンゴルの環境悪化の状況を踏まえた協力の

中に大気汚染削減が挙げられている。 

・JICA国別事業実施計画においては、環境保全のための

支援を重点分野の1つに挙げ、特にUB市の深刻な冬期

の大気汚染や水、土壌汚染に対して重点的に取り組む

とされており、援助重点分野である［環境保全］にお

いて開発課題「環境政策」の「UB市都市機能強化プロ

グラム」の技術協力プロジェクトの1つとして位置づ

けられている。 

・上述のように、モンゴル国の開発政策とわが国の援助

政策の両面から、本プロジェクトの優先度は高いと判

断される。 

手段としての適

切性 

プロジェクトの

アプローチ、対象

地域は適切な選

択か。 

・上述した、UB市の人口集中状況、石炭の消費、地形と

冬期に発生する大気の逆転層の影響などによる大気

汚染への悪影響から判断して、本プロジェクトのアプ

ローチ、対象地域の選択は適切なものであると考えら

れる。 

・また、AQDCCと市当局との業務契約においては、人

材育成を中心としたJICAとのプロジェクトを遂行す

ることが位置づけられており、市当局並びに大気質庁

関係者の本プロジェクトへの期待は非常に大きい。 

・10万を超すゲル地区の世帯において、UB全市の石炭消

費量の8％を消費1するにすぎないゲルストーブの改

善・燃料転換などに従事する他ドナーの活動との重複

を避けて、本プロジェクトは石炭消費量が全体の約

70％と圧倒的に多く、主要な大気汚染物質排出源であ

ると見なされる3つの火力発電所や、比較的まとまっ

た量の石炭を消費する約200カ所のHOBを対象とする

ものである。 

・これらの点から、協力の手法は適切なものと考えられ

る。 

ターゲットグル

ープの選択は適

正か。 

日本の技術・経験

が生かせるか。 

 

                                                        
1 石炭の消費比率はNAMHEM（National Agency for Meteorology, Hydrology and Environment Monitoring）のデータより算出した。 
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1．有効性：以下の点から判断して、プロジェクトの有効性は高いと予測される。 

評価基準 
評価調査項目 

評価結果 
大項目 小項目 

有効性（予測） 

プロジェクト

の効果 

プロジェクト目

標の内容 

プロジェクト目

標は明確に記述

されているか。 

・UB市並びに関係機関の人材育成によって同市の大気

汚染管理能力が強化されるという目標は明確に記述さ

れている。 

・指標は、プロジェクト2年目から年次報告書を定期的に

発行することを規定するもので目標の指標として妥当

と考えられる。副市長に対する提言など、その質を特

定することは困難なので回数のみを規定したが、プロ

ジェクトを進めていく過程で提言の質に関しても規定

する適切な方法があればさらにこれを考慮するとよい

であろう。 

プロジェクト目

標の指標は目標

内容を的確にと

らえているか。 

プロジェクト目

標の指標と目標

値は妥当か。 

プロジェクト目

標の指標入手手

段は適切か。 

因果関係 プロジェクト目

標はプロジェク

ト終了時にプロ

ジェクトの効果

として達成され

るものであるか。

・本案件は各成果達成による能力強化により、C/P及び関

係機関の総合的な能力強化をめざしている。まず成果2

で実施される継続的な排ガス測定により作成されるデ

ータベースは成果1での発生源インベントリ作成にお

ける情報基盤となる。また同様に成果3、成果4でのボ

イラ登録制度、許可制度の構築の際の前提情報ともな

る。成果3と成果4の関係については排出源管理能力強

化にかかる行政側の排出源の管理能力強化と、事業者

側における努力の行政側による促進と区分でき、補完

的な関係となっている。また成果1と成果3及び成果4

との関係は、成果3、成果4において策定されるボイラ

登録制度がインベントリ作成の“台帳”となる。また

成果5において成果1から4の取りまとめた成果を上位

機関と市民に対し共有される。 

・アウトプットからプロジェクト目標にいたるまでの外

部条件として、モンゴルの国家行政機関とUB市が大気

汚染対策へのプライオリティが維持されることを挙げ

ており、成果を上げその外部条件が満たされてプロジ

ェクト目標が達成されるというロジックが適切に構成

されている。 

・UB市の大気汚染に関する問題はカウンターパート

（C/P）であるAQDCC以外にも国・市の多くの行政機

関が複雑に入り組んでいる。これに対してこれらの機

関も含めたカウンターパート・ワーキンググループ

（C/P-WG）を結成することがUB市長令で決定され、

担当者も指名されている。各組織間の利害関係を解消

しながら、プロジェクトが効果的に進められることが

期待できる。 

・3つの火力発電所、HOBなど大気汚染物質排出量の大

きいボイラを主体として成果を産出することにより、

UB市全体の大気汚染対策に大きく寄与することがで

きる。 

アウトプットは、

プロジェクト目

標達成のために

十分であるか。 

アウトプットか

らプロジェクト

目標に至るまで

の外部条件は適

切に認識されて

いるか。 

プロジェクト目

標の達成を阻害

する要因はある

か。 
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2．効率性：以下のように、プロジェクトの効率性は高いと予測される。 

評価基準 
評価調査項目 

評価結果 
大項目 小項目 

効率性 

プロジェクト

の効率性 

 

アウトプットの

内容 

成果（アウトプッ

ト）は産出可能な

適切なものか。 

・アウトプットは5つ挙げられているが、それぞれの成果

に対して詳細な活動項目が規定されており、これらの

活動によって成果の産出は可能なものと考えられる。

掲げられた指標もプロジェクト活動の中で入手可能な

ものとなっている。 

・ただし、指標の中には診断件数、研修人数、協議回数

など、現時点では数値を特定しがたいものも含まれて

おり、プロジェクト開始後、早期に協議のうえ確定す

る必要がある。 

成果（アウトプッ

ト）の指標は内容

を的確にとらえ

ているか。 

成果（アウトプッ

ト）の指標入手手

段は適切か。 

因果関係 アウトプットを

産出するために

十分な活動が計

画されているか。

活動を行うため

に 過 不 足 な い

量・質の投入が計

画されているか。

活動からアウト

プットに至るま

での外部条件は

適切に認識され

ているか。外部条

件が満たされる

可能性は高いか。

タイミング 投入のタイミン

グは適切に計画

されているか 

・第2次詳細計画策定調査において、火力発電所、HOB等の

実測を数多く経験しており、第3次調査においても現場の

観察、聞き取りで問題点を掘り下げている。本格プロジ

ェクトにおいては、これらを生かしてプロジェクト開始

当初からロスのない活動ができるものと考えられる。 

・数は小さいが排出量は大きい火力発電所等を対象とす

ることで投入対効果の高い結果を生み出すことがで

き、また数は約200と相対的に少なく、しかも許認可な

どの行政的措置を通じて改善・普及が比較的容易と考

えられるHOBを対象とした活動が組まれている。 

・プロジェクトのスタートは2010年1月と想定され、UB

市の大気汚染は冬期がもっとも厳しいという季節性を

考慮して、1年目は厳寒期の活動のあり方を体感して2

年目以降の効率的な活動の準備を行い、あわせてC/P

の本邦研修などによって確実なトレーニングを行うな

ど、時間的なロスが極小となる計画としている。 

・さらに上述の厳寒期に大気汚染が最も激しいという季

節性や夏期休暇期間の長いモンゴルの特殊事情などを

考慮して，長期専門家の投入は行わず、必要な時期に

必要な資質の短期専門家を必要な数だけ投入すること

によって効率的な業務運営を計画している。 

・なお、設備改善の検討にかかわる活動の時期は、他の

資金協力案件の準備なども配慮して、早期に実施する

ことを検討するとよいであろう。 

コスト 類似プロジェク

トと比較して，プ

ロジェクト目標

は投入予定のコ

ストに見合った

ものか。 
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3．インパクト：以下のように、本プロジェクトのインパクトは極めて高いものと予測される。 

評価基準 
評価調査項目 

評価結果 
大項目 小項目 

インパクト（予

測） 

プロジェクトの

長期的、波及的効

果 

上位目標の内容 上位目標の指標

は目標の内容を

的確にとらえて

いるか。 

・UB市と関連機関の人材育成が進み、市の大気汚染対

策能力が強化されるとする目標の達成によって、市の

大気汚染物質の排出削減の施策が強化されるという上

位目標が可能となるとしており、上位目標はプロジェ

クトの効果として発現が見込まれる。 

・この上位目標を実現するための外部条件の1つとして、

NCCやラウンドテーブルが相当期間存続することを挙

げている。妥当性の項目で述べたような、国及び市の

大気汚染対策への取り組みは一時的なものとはではな

く、同国での大気汚染対策の上位機関となるNCCやラ

ウンドーテーブルは今後も相当期間存続するものと考

えられる。 

 

上位目標の指標

及び目標値は、ベ

ースラインデー

タに照らし合わ

せて妥当か。 

上位目標の指標

入手手段は適切

か。 

因果関係 上位目標は、プロ

ジェクトの効果

として発現が見

込まれるか。 

上位目標と開発

課題の関連性・論

理は明確か。 

上位目標の達成

を阻害する要因

はあるか。 

 波及効果 上位目標以外の

効果・影響が想定

されるか資金的

な制約等に対す

る対策はないか。

・本プロジェクトにおける火力発電所の大気汚染物質排

出抑制のための設備改善の検討の結果等は、施設改善

資金協力の案件の形成のためのデータとしても有効に

活用できる。すなわち老朽化した発電所の大気汚染対

策の設備的な問題点が判明すれば、わが国の別の支援

の枠組みによって、汚染源排出のための資金援助など

につなげる可能性も高く、上記の外部条件を満たす1

手段となるであろう。HOBの改善に対しても同様な手

法が考えられよう。 

・UB市には新しい都市開発の構想もあり、それに伴っ

てHOBの増設なども予想される。また第5発電所建設

の構想もある。これらの新しい設備の投資において、

当初から排出規制を前提とした計画を策定する能力を

得ることが可能となる。 

・またHOBに関連する改善、施策等はモンゴル国内の他

の都市への波及効果も考えられる。 

・ボイラ及びバーナ構造改善、燃焼技術改善、効果的な

集塵方法の提案など、大気汚染防止、省エネルギー等

の技術に関して、これまで日本が経験してきた技術を

効果的に移転しようとするものであって、大気汚染防

止対策の効果ばかりでなく省エネルギー、温室効果ガ

ス（GHG）排出削減などの効果も見込まれ、気候変動

対策への貢献ともなる。またCDMの案件として採択さ

れる可能性も生ずる。 

・本プロジェクトによって得られる成果は、必要に応じ

てWBその他のドナーで組織するラウンドテーブル、

モンゴル政府の組織するNCCを通じて、関連する他ド

ジェンダー、民

族、社会的階層の

違いにより、異な

ったプラス・マイ

ナスの影響はあ

るか。 
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ナーへの提供も可能であり、各機関の活動を促進する

役割を果たすこともできる。 

・本プロジェクトは他ドナーの活動との重複・干渉を避

けて、大・中規模の汚染物質発生源である火力発電所

とHOBを主たる対象としながら、発生源インベントリ

の作成と活用、発生源のモニタリング、発生源減少方

法の計画実行を通じて関係者の能力強化を図るもので

あるが、ゲル地区でのストーブ改善や燃料転換その他

の各ドナーの活動と相互に補完しあってUB市の総合

的な大気汚染対策に貢献できる。 

・大気汚染防止の効果は市民に等しく及ぶものではある

が、特に健康不安をもつ者も多い貧困層にとっては呼

吸器疾患等の脅威から解放されることとなるため、そ

の影響は大きい。 

・一方、大気汚染対策によって生ずるコストが税金、電

気料金などの形で市民全般の負担増となる可能性が生

ずる。場合によっては貧困層への政策的な配慮も必要

となろう。 
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4．持続性：以下のように、プロジェクトの自立発展の可能性は高いと見込まれる。 

評価基準 
評価調査項目 

評価結果 
大項目 小項目 

持続性 

（見込み） 

JICAの協力終

了後の持続性 

政策・制度面 政策支援は協力

終了後も継続す

るか。 

・UB市においては本調査に先立って、本格プロジェクト

に際して想定される関係各機関をC/P-WGとして市長

令によって組織し、従事する要員を指名するなど、大

気汚染対策に極めて積極的であり、この姿勢は今後も

変わらないものと考えられる。 

・大気汚染改善の努力は本プロジェクト終了以後も継続

されると考えられる。その際に実務能力を強化した

AQDCCは中心的な組織として市の大気環境向上のた

めに機能していくであろう。 

・AQDCCは第2次及び第3次詳細計画策定調査の際にも積

極的な役割を果たしており、今後も市の大気環境改善

に積極的な活動を進めていくものと考えられる。特に、

本プロジェクトはAQDCC職員等を対象とする人材育

成を図るものであるから、プロジェクト期間中に成果

を上げるのみにとどまらず、モンゴル関係者自身によ

る問題解決能力を高めてプロジェクト終了後の持続性

を担保するものである。 

・本プロジェクトの成果として大気関係の規制が充実し、

HOB等の企業においても自助努力または資金調達に

よって改善を進めることが期待される。 

・ ま た UB 市 で は 市 長 行 動 計 画 （ ACTIVIY OF 

ULAANBAATAR GOVERNOR AND MAYOR FOR 

2009-2012、22/Dec/2008）の、FOUR, Ecological and 

Environmental Activityに大気汚染対策を掲げており、本

行動計画に沿って今後も継続的に大気汚染対策に予算

が配分されることが予想される。 

関連規制、法制度

は整備されてい

るか。整備される

予定か。 

組織・財政面 

 

協力後も効果を

上げていくため

の活動を実施す

る組織能力はあ

るか。 

プロジェクトを

開始する前から、

実施機関のプロ

ジェクトに対す

るオーナーシッ

プは十分に確保

されているか。 

経常経費を含む

予算の確保は行

われているか。相

手国側の予算措

置は十分に講じ

られているか。 

技術面 

 

プロジェクトで

用いられる技術

移転の手法は受

容されるか。 

・大気汚染対策の能力向上に関するJICAの技術移転には

既に多くの実績があり、モンゴルにおいても受容され

るものと考えられる。 

・一般に調査の結果の提供を主体とする他ドナーの援助

方法とは異なり、実測データに基づいて行うインベン

トリ作成技術、シミュレーション技術、排ガス測定技

術、規制、普及の方法などを、日本人専門家がカウン

ターパートを指導しながら共同で行うものであるた

め、技術が確実に移転でき、その持続発展が期待され

る。 

・関連機器の維持管理はPlan of Operation（PO）の中にも

織り込まれており、これを実行する体制、要員は整備

されている。厳寒期の取り扱いなどを正しく守れば特

に問題はない。 

 

プロジェクトで

導入予定の資機

材の維持管理計

画は妥当か。 

普及のメカニズ

ムはプロジェク

トに取り込まれ

ているか。 

実施機関が普及

のメカニズムを

維持できる可能

性はどの程度あ

るか。 

社会・文化面 女性、貧困層、社

会的弱者への配

慮不足により、持

続的効果を妨げ

る可能性はない

か。 

・大気汚染対策は市民すべてに同等に効果を及ぼすもので

あり、特に社会的弱者に不利益となる点は見当たらない。

・しかし、大気汚染防止にかかるコストが税金、電気料

金の増額等の形で市民の負担増となる可能性がある。

この場合、貧困層の負担増に対する政策面での配慮が

望まれる。  
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第５章 総括 
 

（1）モンゴル側の強いコミットメント 

今回調査で、本技術協力プロジェクトの目的、主要成果、活動内容についてPDM、POで、協

議して合意を得た。UB市大気質庁（AQDCC）は、2009年5月の前回調査団によるカウンターパ

ート・ワーキンググループ（以下、C/P-WG）形成の提案を受けて、2009年7月15日付で、市長

令No.353を発行するなど、迅速に対応し、本案件に対する高い意欲を実証している。 

今回調査においても、AQDCCを中心とする先方関連機関の本案件に対する強いコミットメン

トを確認することができた。また、本プロジェクトの主な狙いである、行政側の汚染源を特定

し管理を行う能力の強化、そして、火力発電所やHOBの大型～中型の排出削減をテーマとする

ことへの支持が得られた。その手法として、人材育成を中心として、エミッション・インベン

トリ構築とHOB登録制度、HOB事業者の啓発や規制実施を有機的に組み合わせることにも、よ

く理解が得られた。2008年5月のプロ形調査時点では、モンゴル側の関心がゲル地区ストーブ一

辺倒であったのに対して、現在は、HOBの排出源としての重要性の認識が進みつつあることが

印象的であった。 

 

（2）ワークショップの成功―多様な参加者による推進力の持続 

今回ワークショップ（8月26日）は、モンゴル側のC/P-WG参加機関に、プロジェクトの活動

内容案とそれぞれの活動に対応する担当機関の割り振りについて合意を得ることを目的として、

AQDCCが、国レベル、UB市レベルの関連機関、そして、第2、3、4火力発電所、モンゴル国立

大学を招待した。ここでは、さまざまなモンゴル側C/P-WG参加機関が、PO案で提示された分担

に加えて、追加的に関連プロジェクト活動への参加を申し出るなど、彼らの強い意欲が示され

た。特に、国家監査庁、モンゴル国立大学、火力発電所はそれぞれの立場からそれぞれの思い

と問題意識を有している。彼らのワークショップで見せた熱意は、本JICA技術協力プロジェク

トがそれに応えるのではないかという期待感の表れである。 

 

これまでのところ、ドナー・コミュニティはゲル地区の燃料転換とストーブ転換に傾注して

おり、これは、さまざまなモンゴル側ステークホルダーの問題意識に応えるものとはなってい

ないようである。多様な主体が、汚染者、あるいは被害者としてかかわる大気汚染対策におい

ては、こうした参加者の意欲が、効果的な対策実施のためには欠かせない。本JICAプロジェク

トでは、こうした、多様な参加者による推進力を今後も維持できるような配慮を行う必要があ

る。 

本協力では、煙道排ガス測定の技術移転、エミッション・インベントリ構築、施設改善指導

などの中核部分では、技術的に深く狭い協力を行う予定である。これに加えて、関連ステーク

ホルダーを巻き込み推進力を維持するためには、浅くとも間口の広い協力を組み合わせること

が重要である。このためには、プロジェクト成果5. における、本プロジェクトの技術的な成果

のNCCレベルでの意思決定へのフィードバックや市民啓発を行う活動の一貫として、日本の大

気環境行政の経験を織り込みながら、間口の広い協力を加えることができる。 
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（3）モンゴル側のキャパシティ・ディべロプメントへの理解 

当初より、大気質庁（AQDCC）Batsaikhan副長官からは人材育成の要望が示されており、環境

管理のためのキャパシティ・ディべロプメント（対処能力向上）の重要性は、かなりのC/P及び

C/P-WGには理解されている模様である。しかし、モンゴル側としては、これが大多数を占める

とはいえない。援助機関による投資事業プロジェクトによって、迅速に大気汚染問題が解決で

きるという期待は、依然として強い。持続性をもって大気汚染問題に対処するためには、行政

を中心とした業界などモンゴル側ステークホルダーの対処能力向上が基本であるとの理解を、

本案件実施においては今後も粘り強く深耕する必要性は高い。一方で、工夫をして、目に見え

る効果を早い段階で提示することも、本プロジェクトに対するモンゴル側の信頼を勝ち取るた

めには重要である。 

 

（4）全体の雰囲気の変化―ゲル地区対策への失望感 

改善ストーブの普及、コールブリケットなどの改良燃料の普及などのゲル地区における対策

は、あまり効果が上がっていないという不満がよく聞かれるようになった。こうした不満には、

次のさまざまな側面がある。 

・ゲル地区パイロット活動における改善燃料、ストーブの普及自体が進捗しない。 

・援助機関の支援は調査ばかりで事業実施が目に見える形で進捗しない。 

・大気汚染の状況に改善は見られない。 

 

こうした状況で、HOBや火力発電所といった、より大型の汚染源に対して対処すべきという

JICAのアプローチに、財務省なども期待感を高めている。ただし、財務省などモンゴル側は広

く、大気汚染の解消など短期的に目に見える効果を切望している。そこでは、大気汚染の解消

は、援助機関による援助がもたらすと、安直に考える傾向は依然として強い。また、大気汚染

を改善するためには大気汚染物質排出削減の努力を、自助努力を基本に官民一体となって継続

的に行うという理解もいまだ乏しい。社会主義経済からの移行期にあるモンゴル政府は、資本

主義経済における環境行政の経験は皆無に近いという背景もある。環境対策においては、モン

ゴル側の官民の自助努力とオーナーシップが重要であることを理解してもらう努力を、JICAは

継続する必要性は高い。本プロジェクトの成果5にかかわる活動実施に際しては、こうした側面

を留意する必要がある。 

 

（5）即効性のある協力への期待感 

本件に即効性のある協力を期待するのは財務省などのモンゴル政府機関に限らない。火力発

電所の施設改善への協力期待も強いものがある。さらに、JICAモンゴル事務所からは、行政側

の人材育成などの対処能力向上に加えて、火力発電所施設改善のための資金協力など、目に見

える結果につながる協力を組み合わせたいという意向が示された。本案件の実施では、対処能

力向上を中心とするも、こうした各方面からの期待に応える努力、工夫を行う必要性が高い。

こうした期待に応えることは、上に述べたような、多様な参加者による推進力を維持すること

にも大きな働きがある。 

 

本プロジェクトのレベルでは、活動4.3 「主要な大気汚染発生源の診断を行い、設備や管理
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の観点から対策案を提示する」を前倒しに実施して、火力発電所、HOBの施設改善にかかわる

検討を早い段階で行い、無償資金協力や有償資金協力の案件形成につなげることが望まれる。

これまで実施された環境保全ツーステップ・ローンでは、モンゴル行政側の環境規制実施が未

熟のために、事業者側による排ガス対策装置など環境装置への設備投資への資金需要が十分に

顕在化しないことが指摘されている。 

本案件により、AQDCC、NAQOや国家監査庁の環境規制実施能力が強化され、かつ、事業者

側の施設改善の技術的な知見が底上げされるのであるから、将来的にツーステップ・ローンや

他の援助機関により資金が提供されれば、施設改善、大気汚染物質の排出削減などの目に見え

る改善が起こることが期待できる。こうした変化を加速するために、本案件の実施にあたり、

在モンゴルJICA事務所、地域部、課題部が密接に連携し、資金協力、関連機材や道路清掃車な

どの供与をも併せて実施することも検討すべきである。 

 

（6）自動車排ガスについて 

AQDCCからは、当初より自動車排ガスへの対処に強い関心が示されている。2009年5月8日の

第2次詳細準備調査を総括するワークショップにおいても、調査団コンサルタントチームによる

プロジェクト内容への提案に、車載型簡易実測装置による試行的実測活動が含まれていた。既

述のとおり、実測に関しては、有鉛ガソリンによる披毒による車載型簡易実測装置の有効性が

未知であること、また、これらの測定結果の利用法が、校訂法との関係において限定的となら

ざるを得ないなどの理由で、今回プロジェクト活動案から割愛した。 

 

ともあれ、車両による大気汚染は住民への暴露も大きいことから、本技プロにおいても、エ

ミッション・インベントリ構築に際しては、車両台数、車種構成、走行距離、道路舗装状況、

また、より的確な排出係数の推計検討など、可能な範囲で把握する必要性は高い。また、世銀

による“Air Pollution in Ulaanbaatar, Discussion Paper, Version for Comment：June 22,2009”（以下、

DP）においても、車両による大気汚染への寄与を重視しているが、これは、排気ガスそのもの

に加えて、車両走行に伴う巻き上げ粉塵を問題にしている。UB市のゲル地区においては道路の

舗装は皆無である。市内においても道路舗装状況は完全とはいえない。また、市域全般に、道

路に限らず煤塵の堆積が目立つ。これは、緑被に乏しいUB市の裸地からの土壌に加えて、火力

発電所、HOB、ゲル地区ストーブの石炭燃焼による降下煤塵、放置された石炭焼却灰の寄与が

大きいと想像できる。 

さらに、今回、ワークショプでは、国家監査庁により石炭焼却灰による放射能汚染への危惧

が指摘された。UB市の推計車両台数は、92,706台（世銀DPによる2007年値）と比較的少ないも

のの、有鉛ガソリン使用に伴い、その排ガスには、PM10、2.5、NOx、Soxに加えて、大きな健

康被害が実証されている鉛を含み、加えて、走行に伴う巻き上げ粉塵を発生させている。した

がって、これらの自動車車両は、かなり大きな汚染源となっている可能性は高い。より的確な

把握を本プロジェクトのエミッション・インベントリ構築で行い、将来的には、排ガス実測法

の検討と巻き上げ粉塵をも含めた実効性のある対策の検討を行う必要性は高い。 

 

（7）全JICA的な支援体制の必要性 

本技プロの実施に際して、JICA本部とモンゴル事務所による全JICA的な支援体制が求められ
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る。元来、大気汚染対策では、さまざまな経済セクターが汚染源として関与し、また、それに

対応して環境行政機関に加えてさまざまな規制官庁や経済セクターを所掌する政府機関との連

携協調が必要となることから、これを支援するJICA協力においても、多角的で包括的なマネジ

メントが必要となる。さらに、大気汚染対策においては、科学技術的に広範な分野がかかわっ

てくる。特に、本案件では、黄砂モニタリング研究プロジェクトにおけるPM10、PM2.5モニタ

リングの情報と研究結果を活用することが望まれる。JICA側としても、本技術協力と、無償、

有償資金協力による火力発電所やHOBの施設改善を連携させることが、実効性のある協力を実

現するためには必須である。 

また、現在JICA本部で検討中の、「モンゴル・都市機能強化プログラム」において、都市開発

分野、廃棄物管理分野との情報共有と連携を適宜行うことは必須である。これらに加えて、経

済移行の過程にある流動的なモンゴル政府の体制と、世銀やADBが主導するドナー連携協調の

枠組みへの対応が加わる。以上の要件は、通例のプロジェクト・リーダーが対処できる範囲を

越えるものである。本案件の効果的な実施のためには、本部（地域部・課題部）と在外事務所

が緊密に連携し、国際協力専門員などのリソースを活用して支援と指導の体制を充実させるこ

とが重要である。 

 

（8）ゲル地区対策への関与 

WB（世界銀行）やADB（アジア開発銀行）、EBRD（欧州復興開発銀行）がゲル地区での燃料

転換やストーブ転換に取り組む中、JICAの本プロジェクトでは、主に火力発電所やHOBなどの

中～大型の汚染源に重点を置き、他の援助機関とは異なるアプローチをとることにより、相互

に補完的となることを意図する。また、ゲル地区対策にはさまざまな困難さや未知数がある。

これらを概観し、ゲル地区対策へのJICAの関与のあり方を明確にしておくことは、今後、本技

プロ実施の過程でドナー連携を行うには有益である。 

 

JICAは、ゲル地区における燃料転換やストーブ転換にどう関与すべきか？ゲル地区ストーブ

については、本プロジェクトでは、ストーブ排煙の実測とテスト方法の検討を行い、これらの

データや知見をWB、EBRDなどと共有して、緊密な連携を図る予定である。ゲル地区での対策

が、進展しにくい理由の1つとして、燃料やストーブの排出ガスの技術的な情報が欠如している

ことが指摘されている。JICAプロジェクトは、こうしたボトルネックの解消に役立つことが期

待される。 

 

上のように、JICAプロジェクトの諸活動と整合する範囲で、ゲル地区対策への貢献を行うこ

とは、次のさまざまな技術的、社会経済的、また、行政上の困難さ、未知数を勘案すれば、妥

当である。これらのゲル地区対策の難しさを次にまとめる。 

 

（a）不十分な技術的根拠 

ゲル地区ストーブがUB市全域の大気汚染源として最重要でありこれに最重点をおいて取り

組むというアプローチには、全面的には賛同できない。こうした結論を導き出すにあたり、

ゲル地区ストーブのPM10の排出係数などの技術的情報の不確実性は高いものがある。これま

でUB市において、JICAによる第2次詳細準備調査で行われたJISに準拠した測定や世銀やEBRD



 

3－39 

で試行が開始された測定を除き、何らかの校定法に準拠した方法でゲル地区ストーブのPM10

を対象とした排ガス測定は実施されたことはない。その実測の際、排ガス採取に必要とされ

る等速吸引を、直径の小さい家庭用ストーブの煙突で適切に実施することは、技術的に非常

に難しいことなどが、確度をもって家庭用ストーブの排出係数を求めることを難しくしてい

る。これに加えて、ゲル地区における石炭消費量はUB市における消費量の10％以下である。

ゲル地区における主要汚染源は、住民への暴露の観点から家庭用ストーブであるとしても、

これが市全域の汚染源であると結論づけるに足る、確度の高い技術的根拠は乏しい。 

 

（b）世銀DPにおける技術的なバイアス 

世銀DP（Discussion Paper）は、モンゴル側による大気汚染対策と援助機関による支援の方

向付けに主導的な影響力をもつ。このDPにおいて、世銀は、ゲル地区ストーブは、ゲル地区

における大気汚染のみならず、UB市全域の大気汚染に最も重大な影響を与えていると議論し

ている。しかしながら、このDPにおいては、一連の分析検討過程のさまざまな部分で、ゲル

地区ストーブによる影響を過大評価する一方で、火力発電所の影響を過小評価するさまざま

なバイアスが働いていることが認められる。（付属資料11「世銀DP（Air Pollution in Ulaanbaatar, 

Discussion Paper, Version for Comment： June 22,2009）疑問メモ」参照。）ともあれ、わが方は、

DPへのピア・レビュアーとしてのコメント提供やJICA第2次詳細準備調査における煙道排ガス

測定の実測結果の提供、そして、世銀担当者との意見交換を行った結果、世銀もHOBに関し

ては、その汚染源としての重要性を次第に認識するようになった。また、火力発電所に対し

ても、DPにおいては、その大気汚染における寄与は無視しうるものであると議論するものの、

本年6月におけるラウンドテーブルでは、世銀は、火力発電所における連続排出モニタリング

の必要性を唱えている。 

 

（c）ゲル地区対策実施上の困難さ 

次に、13万世帯を超えるゲル地区ストーブの問題が、短期的に解決可能か否かといえば、

環境対策としては、行政的、かつ技術的な側面では、非常に困難であり、かつ、わが国に比

較優位のある技術、人材、経験を見出すのが困難であるといわざるを得ない。 

 

例えば、煙道排ガス測定一つとっても、煙突の直径が小さいために、JISに基づく等速吸引

によるガスの採取は難度の高いものとなり、信頼性の高い測定を行うこと自体が技術的に大

きな課題となる。これまで、世銀やGTZが取り組んできた、改善ストーブや改善燃料のPM10

などの汚染物質排出量や燃焼効率が明らかになっていないという背景には、こうした技術的

な事情がある。大気汚染排出削減や燃焼効率改善の効果が不明な改善燃料や改善ストーブを

普及させることは、合理的な大気汚染対策としては、不適格である。世銀は、最近こうした

反省を行い、改善案として燃料とストーブのテストラボの設置の提唱を始めた。これに答え

て、ADBのPATAで、これを行う方針である。世銀はそこにおいてJICAとの連携を要望してい

ることは、前出3－4に述べたとおりである。 

 

また、改善燃料と改善ストーブのゲル地区住民への普及には、さまざまな障害と困難さが

伴う。まず、ゲル住民の生活上の受容性の問題がある。これが、啓発活動とストーブ設計上
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の工夫により克服したとしても、より大きな障害は、価格の問題である。改良燃料は生石炭

に比較してどうしても価格が高くなるという問題は、貧困層からなるゲル地区対策では、決

定的な障害となる。 

 

この価格の問題に対処するために、EBRDは、世銀のUBCAPで提案された改善燃料、改善

ストーブに対する補助金制度を継承し、加えて石炭使用禁止条例の徹底を組み合わせるアプ

ローチを模索している。しかし、石炭使用禁止令は既に発行されたものの、ほとんど効果が

ないようである。これは、生石炭が至るところで流通するUB市の状況では、実施が困難であ

るのは明らかである。また、補助金の財源は、EBRDの考えでは、当初は援助機関に募って基

金を設立するというものであるが、これに賛同するドナーがどれほどあるのか現時点では不

明である。また、かりに基金が設置されたとしても、この持続性を担保する方法は明らかで

はない。 

 

今回調査の鉱物資源エネルギー省訪問によれば、EBRDの提言に基づき、PPP（Polluter Pays 

Principle）と称して、火力発電所やHOBなどの大型排出源事業者に課税を行い、これをゲル地

区対策の財源とする案が検討されているようである。これは、PPPとしては、疑問があるとこ

ろである。なぜならば、PPPは、汚染者にその汚染量に見合ったコストを負担させることで、

自らの汚染を削減するインセンティブをつくり、それぞれの汚染源が汚染のレベルを最適化

することが最も重要となる。そのためには、課税額が排出量の増加に伴い増加するというも

のでなければならない。すなわち、排出量が減れば課税額も減少し、これが、排出者側に排

出削減の経済的なインセンティブとなる。 

大型排出事業者からの課徴金をゲル地区対策の財源とする場合、PPPの本来の狙いどおり大

型排出事業者からの排出削減が行われたとすれば、その結果、ゲル地区対策への資金源は枯

渇することになる。したがって、火力発電所やHOBに対するPPPの適用と、ゲル地区対策への

持続的な財源確保は、もともと両立しにくい。また、ゲル地区においては、補助金の財源が

得られたとしても、安価な生石炭は今後も入手可能であれば、生石炭の使用が継続し、さら

に改善燃料も補助金により普及したとすれば、燃料のトータルな消費量は増える危険性もあ

る。すなわち、生石炭とコークス、コールブリケットなどの改善燃料は共存しうることも、

燃料転換に際しては大きな障害となる。 

 

EBRDの提案は、PPPの適用というよりは、火力発電所、HOBセクターから、ゲル地区への

所得の移転、すなわち、クロス・サブシディと考えた方がより適切であろう。この場合、HOB

や火力発電所に対する、課金のあり方で、これらのセクターにおける排出削減の可能性は大

きく変わる。これが正しく作用して事業者による排出削減への経済的なインセンティブとな

れば、JICAプロジェクトが行う行政側の汚染源管理能力の強化や事業者側の排出削減努力の

促進と相まって、相乗効果をもって大気汚染物質排出削減が加速される。しかし、課金の方

法を誤れば、逆に、これら事業者からの排出削減を妨げる大きな障害になりかねない。例え

ば、事業者側が、こうした課金を支払うことにより、大気汚染物質を排出する権利を得たと

理解する場合がそれである。また、火力発電所の現在の逼迫した財務状況をかんがみれば、

事業者側の希少な運転資金や設備投資への資金を圧迫し、排出削減のための施設や運用改善
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の財務的な余地を、更に減らす可能性も考えられる。 

以上の考察に基づけば、EBRDの提案には、これが実施されたとすれば、その効果の方向性

は明らかではなく、場合によっては、さまざまな望ましくない結果をも生み出す危険性もあ

る。 

 

（d）わが国寒冷地（北海道）における家庭燃料転換事例との比較 

わが国においても、かつては石炭が家庭用エネルギーの主要な地位を占めていたが、1960

年代に灯油、ガス、電気への燃料転換が行われた。寒冷地の北海道の燃料転換事例とUB市の

ゲル地区におけるコールブリケット、コークスなどの改善燃料と改善ストーブへの転換とを

比較してみることは有用であろう。 

 

わが国の家庭用エネルギー転換における行政の役割については、現在UB市で検討されてい

るような改善燃料や改善ストーブの転換といった、事業による直接的な行政の介入がなされ

たという記述は見当たらない。むしろ、石炭から石油への転換という国策レベルのエネルギ

ー政策の大転換と中長期の社会的な変化の帰結として、家庭燃料の転換が起こったと考えた

方が妥当であろう。UB市との比較のために、寒冷地である北海道における1960～70年代に行

われた家庭用燃料転換の経験を、付属資料14.「北海道における家庭用燃料転換との比較」に

まとめる。 

これによれば、1965年に家庭用総エネルギーの90％を占めていた石炭が，1979年に8％に縮

小し、灯油などの石油起源の代替エネルギーによって、ほぼ置き換わるのに、14年あまりの

歳月を要している。この家庭用燃料の転換は、使い勝手の悪い固体の石炭から、石油ストー

ブ、プロパンガス、都市ガスといった、液体あるいは気体の熱効率と利便性が飛躍的に改善

した代替燃料への転換である。UB市で現在、試みられているような生石炭から、石炭を原料

とする固体燃料である練炭、豆炭への転換は決して行われていないことに注目すべきである。

それどころか、石炭を原料とする練炭、豆炭のシェアは、1965年をピークとして減っている。 

 

したがって、UB市において援助機関が支援する家庭用燃料転換は、わが国の経験とは全く

背景やプロセスが異なるものであり、わが国の経験からは、こうした試みが成功する確証を

得ることはできない。また、わが国の高度成長期で見られた所得の高い伸びと生活様式の変

化は見込めないであろう、UB市の貧困層の住むゲル地区においては、さらに、家庭用燃料転

換は時間を要する変化ととらえた方が妥当であろう。 

 

（e）ゲル地区に対する中長期的な対策の重要性 

以上の考察から、ゲル地区大気汚染問題の短期的な解決を行うとすれば、その難度は高く、

また、未知数も大きい。むしろ、中長期対策であっても確実な効果が期待できるものに取り

組むほうが賢明であろう。その進捗には時間がかかるものの、モンゴル側で既に検討されて

いるゲル地区住民の集合住宅への移転は、大気汚染対策としても有意義である。その場合、

ゲル地区ストーブという無数の汚染源から、集合住宅に熱供給を行う火力発電所やHOBとい

う管理が可能な限定的な数の汚染源に集約することで、行政による解決がより可能となる。

中長期的には、こうした変化を促進し、また、それらが排出削減につながるような条件づく
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りを行う方がより現実的な対策といえる。まさに、本JICAプロジェクトは、行政による排出

基準遵守強化などの汚染源管理能力を強化して、こうした条件を整えることをめざしている。 
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